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2026 年 10 ⽉ 14 ⽇ 

各      位 

会社名 株 式 会 社  キ  ャ  ン  バ  ス 

代表者名 代表取締役社⻑ 河邊 拓⼰ 

(コード番号︓4575 東証グロース) 

問合せ先 取締役最⾼財務責任者 加登住 眞 

IR@canbas.co.jp 

 

第三者割当による第 22 回新株予約権（⾏使価額修正条項付）、 

第 23 回・第 24 回新株予約権（⾏使価額修正選択権付）の発⾏に関するお知らせ 

 

当社は、第三者割当による第 22 回新株予約権、第 23 回新株予約権及び第 24 回新株予約権（以下、各々を

「第 22 回新株予約権」、「第 23 回新株予約権」及び「第 24 回新株予約権」といい、個別に⼜は総称して「本

新株予約権」といいます。）の発⾏を 2026 年 10 ⽉ 14 ⽇の当社取締役会決議により決定いたしましたので、

お知らせいたします（以下、本新株予約権の発⾏及び⾏使による資⾦調達を「本スキーム」といいます。）。 

 

記 

1. 募集の概要 

(1) 割当⽇ 2026 年 10 ⽉ 30 ⽇ 

(2) 発⾏新株予約権数 

48,000 個 

第 22 回新株予約権 20,000 個 

第 23 回新株予約権 13,000 個 

第 24 回新株予約権 15,000 個 

(3) 発⾏価額 

総額 15,140,000 円 

（第 22 回新株予約権 1 個当たり 482 円、第 23 回新株予約権 1 個当たり 280 円、

第 24 回新株予約権 1 個当たり 124 円） 

(4) 
当該発⾏による 

潜在株式数 

4,800,000 株（本新株予約権 1 個につき 100 株） 

第 22 回新株予約権 2,000,000 株 

第 23 回新株予約権 1,300,000 株 

第 24 回新株予約権 1,500,000 株 

本新株予約権については、下記「(6)⾏使価額及び⾏使価額の修正条件」に記載のと

おり⾏使価額が修正される場合がありますが、上限⾏使価額はありません。 

第 22 回新株予約権に係る下限⾏使価額は 389 円ですが、下限⾏使価額において

も、第 22 回新株予約権に係る潜在株式数は 2,000,000 株です。 

また、第 23 回新株予約権及び第 24 回新株予約権については、下記「(6)⾏使価額

及び⾏使価額の修正条件」に記載のとおり、当社が当社取締役会において⾏使価額
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修正選択決議（以下に定義します。）をした場合には、⾏使価額修正条項が適⽤され

ます。⾏使価額修正条項が適⽤された場合、下限⾏使価額はいずれも 389 円です

が、下限⾏使価額においても、第 23 回新株予約権及び第 24 回新株予約権に係る

潜在株式数はそれぞれ 1,300,000 株及び 1,500,000 株です。 

(5) 調達資⾦の額 4,175,640,000 円（注） 

(6) 
⾏使価額及び⾏使

価額の修正条件 

当初⾏使価額  

第 22 回新株予約権 778 円 

第 23 回新株予約権 855 円 

第 24 回新株予約権 1,010 円 

第 22 回新株予約権の⾏使価額は、第 22 回新株予約権の各⾏使請求の効⼒発⽣⽇

（以下、本新株予約権の各⾏使請求の効⼒発⽣⽇を「修正⽇」といいます。）の直前

取引⽇の株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）における

当社普通株式の普通取引の終値（以下「終値」といいます。）（同⽇に終値がない場

合には、その直前の終値）の 92％に相当する⾦額の 1 円未満の端数を切り捨てた

⾦額（以下「修正⽇価額」といいます。）が、当該修正⽇の直前に有効な⾏使価額を

1 円以上上回る場合⼜は下回る場合には、⾏使価額は、当該修正⽇以降、当該修正

⽇価額に修正されます。但し、修正⽇にかかる修正後の⾏使価額が下限⾏使価額を

下回ることとなる場合には、下限⾏使価額を修正後の⾏使価額とします。 

第 23 回新株予約権及び第 24 回新株予約権については、資⾦調達のため必要があ

ると判断した場合には、当社取締役会の決議により、修正⽇において⾏使価額の修

正が⽣じることとすることができます（以下、かかる決議を「⾏使価額修正選択決

議」といいます。）。当社は、⾏使価額修正選択決議により⾏使価額の修正を決定し

た場合は、その旨を直ちに⾏使価額修正選択決議を⾏った第 23 回新株予約権⼜は

第 24 回新株予約権に係る新株予約権者に通知するものとし、当該通知が⾏われた

⽇（同⽇を含む。）の翌取引⽇以降、修正⽇価額が、当該修正⽇の直前に有効な⾏使

価額を 1 円以上上回る場合⼜は下回る場合には、⾏使価額は、当該修正⽇以降、当

該修正⽇価額に修正されます。但し、修正⽇にかかる修正後の⾏使価額が下限⾏使

価額を下回ることとなる場合には、下限⾏使価額を修正後の⾏使価額とします。 

なお、「取引⽇」とは、東京証券取引所において売買⽴会が⾏われる⽇をいいます。 

(7) 募集⼜は割当⽅法 第三者割当の⽅法によります。 

(8) 割当予定先 株式会社ＳＢＩ証券（以下「ＳＢＩ証券」⼜は「割当予定先」といいます。） 

(9) 権利⾏使期間 2026 年 11 ⽉ 2 ⽇〜2028 年 11 ⽉ 2 ⽇ 

(10) その他 

当社は、割当予定先との間で、⾦融商品取引法に基づく届出の効⼒発⽣を条件と

して、本新株予約権に関する第三者割当契約（以下「本第三者割当契約」といい

ます。）を締結する予定です。 

本第三者割当契約において、以下の内容が定められる予定です。詳細は、下記
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「3. 資⾦調達⽅法の概要及び選択理由 (本スキームの商品性)」に記載しており

ます。 

・本新株予約権の⾏使要請及び⾏使要請の撤回 

・本新株予約権の⾏使停⽌及び⾏使停⽌の撤回 

・割当予定先による本新株予約権の取得に係る請求 

また、本第三者割当契約において、本新株予約権の譲渡の際に当社取締役会の決

議による承認が必要である旨が定められる予定です。 

（注）調達資⾦の額は、本新株予約権の払込⾦額の総額に本新株予約権の⾏使に際して出資される財産の価

額を合算した額から、本新株予約権の発⾏に係る諸費⽤の概算額を差し引いた⾦額です。なお、本新

株予約権の⾏使に際して出資される財産の価額の合計額は、当初⾏使価額で全ての本新株予約権が⾏

使されたと仮定した場合の⾦額であります。⾏使価額が修正⼜は調整された場合には、調達資⾦の額

は増加⼜は減少する可能性があります。また、本新株予約権の⾏使期間内に⾏使が⾏われない場合及

び当社が取得した本新株予約権を消却した場合には、調達資⾦の額は減少する可能性があります。 

 

2. 募集の⽬的及び理由 

（1）背景 

当社は、抗がん剤の基礎研究（創薬コンセプトの検討、当該コンセプトに基づき構築した⼿法による

医薬品候補化合物の選別、簡易動物実験、既に開発段階に進んだ抗癌剤候補化合物に関する基礎データ

の収集・解析等）及び臨床開発（臨床試験開始申請直前に実施する「前臨床試験」や「臨床試験」）に取

り組む、創薬企業です。⼀般に創薬（新薬の創出）は、 

① 創薬コンセプト（科学的根拠に⽴脚し、ある⽅法によって疾患を治療し得ると考え、その作⽤を

有する化合物等が新しい医薬品になり得るとする仮説）に基づいて候補化合物を探索・選別する

「探索」段階 

② ①で獲得された候補化合物について試験管内や動物での実験を実施し候補化合物の分⼦構造等を

調整する「最適化」段階 

③ 前臨床試験（臨床試験開始申請に必要なデータを揃えるための試験）を実施するための薬剤準

備、申請、規制当局との折衝、試験の実施等を⾏う「前臨床試験」段階 

④ 規制当局の開始承認を得て臨床試験（医薬品としての承認を得るために⾏うヒト試験）を実施す

る「臨床試験」段階 

の順に進⾏します。 

④の「臨床試験」段階はさらに、主に候補化合物の安全性を確認する臨床第 1 相試験、⽐較的少数の

患者様で候補化合物の有効性・安全性及び⽤法⽤量を探索的に検討する臨床第 2 相試験、医薬品として

薬効を証明する臨床第 3 相試験に⼤別されます。 

⼀般に医薬品開発は成功確率が低く、リスク分散の意味でいかに豊富で有望な「パイプライン」を継

続的に有するかが製薬企業や創薬企業の中⻑期的な企業価値の向上を図る上で基本となります。「開発パ

イプライン」とは、創薬製薬領域において、開発中の医薬品候補化合物群を指す⽤語です。 
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新たなパイプラインを確保する⽅法は、製薬企業等においては、⾃社による創出のほか創薬企業等と

の提携に基づくライセンスによるパイプライン獲得が図られますが、当社のような創薬企業にとっては、

もっぱら⾃らの創薬コンセプトに基づいた新規候補化合物の「探索」及び「最適化」によって創出する

ことになります。 

創薬企業の中⻑期的な⽬的は、創出した新薬の承認獲得とその売上による収益獲得です。しかし、そ

れに⾄るために必要な⻑期間かつ莫⼤な資⾦（⼀般にひとつの医薬品を開発するために必要な期間は平

均約 15 年、必要な資⾦は数百億円以上といわれます。）を独⼒で確保することは⼀般に難しく、多くの

場合は、短期中期的な⽬標として、⾃社で開発中の候補化合物について製薬企業等との提携を成⽴させ

当該候補化合物を相⼿⽅開発パイプラインのひとつとすることによって、ライセンス収益の獲得と安定

的な事業推進のための財務基盤の安定・強化を⽬指すこととなります。こうして、開発途上で製薬企業

等との提携を獲得する⽅法は、創薬企業にほぼ必須のものと⻑年にわたり考えられてきました。 

しかしながら、その状況は変わりつつあり、創薬企業が製薬企業等と提携するのでなく投資家や市場

から資⾦を調達して独⼒で新薬承認獲得まで進む開発戦略が採⽤されるケースが増加しています。 

この変化の要因としては、 

① 製薬企業の多くが「承認された⼜は承認が確実となった超後期開発段階」や「新しい作⽤機序

やモダリティ（治療⼿段）の早期研究開発段階」「新たに承認された医薬品と同じ作⽤メカニ

ズムの化合物」に集中した提携⽅針を採⽤するようになり、最もリスクとリターンの⼤きな

「開発途上段階」で「新規作⽤メカニズム」の候補化合物に関する提携意欲が薄れていること 

② 臨床試験の平均的な規模が⽐較的⼩さくなったことと、投資家や市場からの資⾦調達環境が⼤

幅に改善されたこととが相まって、必ずしも製薬企業の資⾦に頼らずとも新薬承認獲得までの

開発が可能になったこと 

③ 創薬企業にとって、製薬企業との提携は必ずしも最速かつ成功確率の⾼い開発進⾏に寄与せ

ず、むしろ阻害要因にもなりかねないと知られてきたこと 

等が挙げられます。 

したがって、現在、当社を含む創薬企業は、これらの選択肢の中から、各パイプラインに最適な開発

戦略を⽴案することが求められています。 

 

（2）当社事業の当⾯の課題及び施策並びに当該施策実⾏のための資⾦調達等の必要性 

当社事業における当⾯の最優先課題は、最も開発の進⾏している CBP501開発の加速と、開発成功確

率の最⼤化です。 

CBP501 は、当社創業時からの創薬アプローチに基づく探索から獲得された、当社の主要パイプライ

ンであり、多様な細胞機能に関わる蛋⽩質カルモジュリンの制御機能を調整し複数の作⽤により活性を

⽰す抗がん剤として開発を進めている医薬品候補化合物です。 

当社は、抗がん剤シスプラチンと免疫系抗がん剤ニボルマブ（商品名︓オプジーボ）との併⽤による

臨床第 1b 相試験を 2017 年から実施（FPI（最初の被験者への投与開始）︓2017 年 10 ⽉）し、対象と

した膵臓がん及び直腸⼤腸がんのいずれにも良好な結果を得ました。 
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この成果を踏まえ、膵臓がん 3 次治療を対象とし 4 つの投与群により構成される臨床第 2 相試験を

2019 年から実施（FPI︓2021 年 12 ⽉）しました。この臨床第 2 相試験は既に主要評価項⽬を達成し、

2022 年 12 ⽉に終了しました。また、この過程で、膵臓がん 3次治療としては稀な腫瘍の縮⼩（部分奏

効）が複数確認される等、規模の⼩さな試験ではあるもののCBP501の有望さの兆候が⾒られています。 

これらの成果を踏まえ当社は、CBP501臨床第 3 相試験の開始を計画しました。当初は⽶国での試験

実施を模索しましたが規制当局との折衝が不調に終わったことから、2024 年からは欧州での試験実施

を図ることとし、それ以来当社は、それまで臨床試験を実施してきた⽶国とは異なる上にちょうどその

当時に厳格化の進んだ欧州の規制への対応を進めてまいりました。主な要対応点は、臨床試験に使⽤す

る CBP501 の製造製剤化に関連する品質保証でした。欧州で実績のある CRO（臨床開発業務受託会社）

等との協働によって、当社は現時点で、当該対応は概ね終了済みと判断しています。 

なお、当社は、かかる⽶国での試験実施に向けて、2023 年 5 ⽉ 18 ⽇付「第三者割当による新株式

並びに第 19 回新株予約権及び第 20 回新株予約権（⾏使価額修正条項付）の発⾏に関するお知らせ」に

記載のとおり、新株式並びに第 19 回新株予約権及び第 20 回新株予約権の発⾏を⾏いました。当社は、

これらの発⾏を通じて 3,721.9百万円を調達いたしましたが、上記のような状況から、発⾏当時に発⽣

することを予定していた⽶国における臨床第 3 相試験関連費⽤への充当が不要となったため、2026 年

8 ⽉までの間に、2,298百万円を⽀出するにとどまりました（なお、当初の充当予定額は 5,500百万円

です。また、⽀出した 2,298百万円のうち、第 17 回新株予約権により調達した資⾦の未充当額全額で

ある 1,110 百万円を充当しています。）。また、調達した 3,721.9 百万円のうち、1,560 百万円につい

ては、2026 年 8 ⽉までの運営資⾦（基礎研究費⽤、販売費及び⼀般管理費）に充当いたしました（な

お、発⾏当初の充当予定額は 346百万円です。）。そのため、2026 年 8 ⽉末時点において、新株式並び

に第 19 回新株予約権及び第 20 回新株予約権により調達した資⾦のうち、973.9 百万円は未充当とな

っております。かかる未充当額は、下記「4. 調達する資⾦の額、使途及び⽀出予定時期 （2）調達す

る資⾦の具体的な使途 ① 臨床試験費⽤」のとおり、引き続き CBP501臨床第 3 相試験費⽤に充当す

る予定です。資⾦使途や⽀出時期の変更に関する詳細については、2026 年 10 ⽉ 14 ⽇付「調達資⾦の

使途及び⽀出時期の変更について」をご参照下さい。 

現在は、CBP501臨床第 3 相試験の開始承認申請を⾏い欧州規制当局 EMAとの折衝を進める傍ら、

開始承認を取得した後に迅速に試験を開始し進⾏させるための準備を進めており、臨床試験を実施する

医療機関との契約等を先⾏して進めています。 

CBP501臨床第 3 相試験は、現在欧州 EMAとの間で臨床試験開始申請の⼿続を進めている途上であ

り今後変更の可能性がありますが、現時点で承認獲得を⾒込んでいる内容に基づけばこの臨床試験に関

するデータ収集完了までに要する期間は FPI から 2〜3 年、この間に必要な臨床試験費⽤は現在の為替

⽔準（1 ドル約 160 円）をもとに約 4,500〜5,000百万円と当社は⾒積もっています。 

今回の資⾦調達の主要な⽬的は、この CBP501 臨床第 3 相試験の遂⾏及びこの間の事業運営のため

の費⽤（基礎研究費⽤、販売費及び⼀般管理費）の調達です。 

現在の当社の⼿元資⾦は約 1,445百万円（2026 年 6 ⽉ 30 ⽇現在）であり、上記の臨床試験を完了

させるには⼤きく不⾜しています。 
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また、当社は現時点において、事業収益となる承認済み医薬品等や、製薬企業等との提携関係を有し

ていません。したがって、当社は、上記の臨床第 3 相試験を早期かつ確実に実⾏できるだけの成⻑投資

資⾦を調達するため、製薬企業等との提携による資⾦確保まで臨床第 3 相試験開始を遅らせる選択肢も

含めて、さまざまな資⾦確保⼿法について検討を⾏いました。 

その結果、既存株主の利益に配慮しつつも当社の資⾦ニーズに対応し、当社の中⻑期的な企業価値の

向上と株式価値の最⼤化を⽬指すことのできる最適な資⾦調達⼿法であるとの判断のもと、本スキーム

による資⾦調達を実施することといたしました。 

製薬企業との提携に財務的・時期的に依存することなく、投資家及び株式市場からの調達資⾦によっ

て独⼒で CBP501開発を最速で進めることのできる財務基盤を持つことが、当社の中⻑期的な企業価値

の増⼤のために最適であると判断したものです。 

当社は、今回の資⾦調達により調達する資⾦を下記「4. 調達する資⾦の額、使途及び⽀出予定時期 

（2）調達する資⾦の具体的な使途」に記載の資⾦使途に充当する予定であり、これにより当社は、上記

の施策を実⾏するための成⻑資⾦に充当することを通じて、今後の当社の成⻑、ひいては中⻑期的な企

業価値の向上を図ることができると考えています。 

 

3. 資⾦調達⽅法の概要及び選択理由 

当社は、上記「2. 募集の⽬的及び理由」に記載した資⾦調達を⾏うために、様々な資⾦調達⽅法を検討し

ていましたところ、割当予定先であるＳＢＩ証券を含む複数の証券会社等から資本性調達⼿段について提案

を受け、ＳＢＩ証券より提案を受けた本スキームについて下記「(本スキームの商品性)」、「(メリット)」、「(留

意点)」及び「(他の資⾦調達⽅法との⽐較)」に記載のとおり検討いたしました。その結果、割当予定先から

提案を受けた第 22 回新株予約権、第 23 回新株予約権及び第 24 回新株予約権という 3種類の新株予約権を

同時に発⾏することにより、①臨床試験開始とその後の被験者組⼊れペースを⾼めるために臨床第 3 相試験

開始承認取得後直ちに投⼊することが望ましい臨床試験初期の資⾦については、当初より⾏使価額の修正が

⾏われる第 22 回新株予約権の⾏使によって調達の蓋然性を確保し、もって将来の企業価値向上とそれに伴

う株価上昇を⽬指しつつ、②臨床試験開始後の資⾦需要に関しては⾏使価額が当初固定された第 23 回新株

予約権及び第 24 回新株予約権によって適正な企業価値評価による調達を図りつつ希薄化を抑制し、また③

必要に応じて第 23 回新株予約権及び第 24 回新株予約権につき⾏使価額修正選択決議による⾏使価額の修

正条項の適⽤を選択し、当社の事業及び当社株価の状況に応じた機動的・効率的な資⾦調達を⾏うことによ

って臨床試験の加速を図る、との成⻑戦略を実現できる本スキームが、既存株主の利益に配慮しながら当社

の資⾦調達ニーズを充たす現時点における最良の選択であると判断いたしました。 

 

(本スキームの商品性) 

① 本スキームの特徴 

(ⅰ) ⾏使価額修正型新株予約権（第 22 回新株予約権） 

第 22 回新株予約権は、当初より⾏使価額が修正される設計となっており、⾏使価額が株価に応じ

て修正される仕組みとなっております。具体的には第 22 回新株予約権の⾏使価額は、第 22 回新株予
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約権の⾏使請求がなされる都度、当該⾏使請求に係る効⼒発⽣⽇の直前取引⽇の終値（同⽇に終値が

ない場合には、その直前の終値）の 92％に相当する⾦額に修正されます。但し、かかる修正後の⾏使

価額が下限⾏使価額（389 円）を下回ることはありません。 

(ⅱ) ⾏使価額修正選択型新株予約権（第 23 回新株予約権及び第 24 回新株予約権） 

第 23 回新株予約権及び第 24 回新株予約権の当初⾏使価額は、それぞれ 855 円（発⾏決議の直前

取引⽇の終値の 109.90％）及び 1,010 円（発⾏決議の直前取引⽇の終値の 129.82％）ですが、⾏

使価額修正選択決議がなされた場合、当社は直ちにその旨を本新株予約権に係る新株予約権者に通知

するものとし、当該通知が⾏われた⽇の翌取引⽇以降、修正⽇の直前取引⽇（算定基準⽇）の終値（同

⽇に終値がない場合にはその直前の取引⽇の終値）の 92％に相当する⾦額の 1 円未満の端数を切り

捨てた⾦額である修正後⾏使価額に修正されます。但し、修正後⾏使価額が下限⾏使価額を下回るこ

ととなる場合には、修正後⾏使価額は下限⾏使価額となります。 

(ⅲ) 第 22 回新株予約権、第 23 回新株予約権及び第 24 回新株予約権を同時に発⾏する理由 

本スキームにおいては、第 22 回新株予約権、第 23 回新株予約権及び第 24 回新株予約権をＳＢＩ

証券に対して同時に発⾏します。これは、株価の上昇局⾯において効率的かつ有利な資⾦調達を実現

するため、新株予約権を 3 回のシリーズに分け、予め将来の株価上昇を⾒込んで 3 通りの⾏使価額を

設定し、段階的に新株予約権が⾏使されることを期待するものです。 

上記(ⅰ)のとおり、第 22 回新株予約権には、当初から⾏使価額の修正条項が適⽤され、⾏使価額が

新株予約権の各⾏使請求に係る通知を当社が受領した⽇に修正される設計となっています。これによ

り、⾏使期間中の株価動向に応じた第 22 回新株予約権の⾏使が期待できることから、資⾦調達の蓋

然性を⾼めることができます。 

他⽅、第 23 回新株予約権及び第 24 回新株予約権は、当初は⾏使価額の修正条項は適⽤されない固

定⾏使価額の設計としております。第 23 回新株予約権及び第 24 回新株予約権の⾏使価額は、株価の

上昇局⾯において効率的かつ有利な資⾦調達を実現するため、予め将来の株価上昇を⾒込んで設定し

ており、具体的には、第 23 回新株予約権について 855 円、第 24 回新株予約権について 1,010 円と

しております。また、当社取締役会により⾏使価額修正選択決議を⾏った場合には、第 23 回新株予

約権及び第 24 回新株予約権の⾏使価額は、株価に連動し修正されることとなります。これにより、

当初の⽬標株価であった⾏使価額を上回って株価が上昇した場合には資本調達額を増額することがで

き、また、当社株価が当初⾏使価額を下回る状況においても、資⾦調達の必要があると当社が判断し

た場合に第 23 回新株予約権及び第 24 回新株予約権が⾏使される可能性を⾼めることができます。

⾏使価額は下⽅にも修正される可能性がありますが、下限⾏使価額はいずれの回号の本新株予約権に

ついても 389 円（本新株予約権の発⾏に係る取締役会決議の前営業⽇における当社普通株式の終値の

50％）と定められており、⾏使価額の下⽅修正には⻭⽌めが掛かる仕組みとなっております。なお、

第 23 回新株予約権及び第 24 回新株予約権について、⾏使価額の修正に係る取締役会決議を⾏った

場合には速やかに開⽰いたします。 

以上のとおり、第 22 回新株予約権、第 23 回新株予約権及び第 24 回新株予約権を同時に発⾏する

ことにより、当社の直近の株価⽔準及び今後⽬指していく株価⽔準を基準として、当社の株価上昇局
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⾯を捉えた効率的な資⾦調達を⾏うことを企図しております。 

また、当社は割当予定先との間で、⾦融商品取引法に基づく届出の効⼒発⽣後に、以下の内容を含

む本第三者割当契約を締結いたします。すなわち、割当予定先は、本第三者割当契約に従って、本新

株予約権を⾏使できます。 

② 本新株予約権の⾏使要請及び⾏使要請の撤回 

当社は、本第三者割当契約に基づき、当社の成⻑戦略に向けて資⾦調達を優先する必要があると判断

した場合等、その裁量により、各本新株予約権につき、⾏使の要請（以下「⾏使要請」といいます。）を

することができます（但し、当社の株価に重⼤な影響を及ぼすおそれのある未公表の事実⼜は事態等が

存在する場合には⾏使要請を⾏うことはできません。）。⾏使要請の期間は当社の裁量により決定するこ

とができ、当社は割当予定先に対し、原則として当該期間の初⽇から遡って 1 取引⽇前までに書⾯によ

り⾏使要請期間の通知を⾏います（但し、当社は、割当予定先が同意した場合には、当該期間の初⽇（当

⽇を含みます。）までに書⾯以外の様式による通知を⾏うことで、通知を⾏った⽇から⾏使要請を⾏うこ

とができます。）。1 回の⾏使要請において、原則、対象の本新株予約権は 100 個以上、⾏使要請期間は

20 取引⽇以上となります。割当予定先は、かかる⾏使要請を受け、かつ当社が当該内容についてプレス

リリースにて開⽰を⾏った場合、本第三者割当契約に従い、⾏使要請期間において、⾏使要請個数の全

てにつき、⾏使要請に係る本新株予約権を⾏使するよう最⼤限努⼒する義務を負います。 

また、当社は、⾏使要請を将来に向かって撤回することができます。⾏使要請の撤回は、当社の裁量

により決定することができ、⾏使要請の撤回に際して、当社は割当予定先に対し、原則として失効⽇か

ら遡って 2 取引⽇前までに書⾯により⾏使要請の撤回に係る通知を⾏います（但し、当社は、割当予定

先が同意した場合には、失効⽇（当⽇を含みます。）までに書⾯以外の様式による通知を⾏うことで、通

知を⾏った⽇から⾏使要請を撤回することができます。）。 

当社は、上記の⾏使要請期間の通知⼜は⾏使要請の撤回に係る通知を⾏った場合には、その旨をプレ

スリリースにて開⽰いたします。 

③ 本新株予約権の⾏使停⽌及び⾏使停⽌の撤回 

当社は、本第三者割当契約に基づき、当社の事業内容の進捗、資⾦需要及び市場環境等を勘案しつつ、

⼀時に⼤幅な株式価値の希薄化が発⽣することを抑制するため、その裁量により、各本新株予約権の全

部につき、⾏使することができない期間を随時、何度でも指定（以下「停⽌指定」といいます。）するこ

とができます。停⽌指定の期間は当社の裁量により決定することができ、当社は割当予定先に対し、原

則として当該期間の初⽇から遡って 5 取引⽇前までに書⾯により⾏使停⽌期間の通知を⾏います（但し、

当社は、割当予定先が同意した場合には、当該期間の初⽇（当⽇を含みます。）までに書⾯以外の様式に

よる通知を⾏うことで、通知を⾏った⽇から停⽌指定を⾏うことができます。）。割当予定先は、かかる

停⽌指定を受け、かつ当社が当該内容についてプレスリリースにて開⽰を⾏った場合、本第三者割当契

約に従い、⾏使停⽌期間中に停⽌指定に係る本新株予約権を⾏使することができません。 

また、当社は、停⽌指定を将来に向かって撤回することができます。停⽌指定の撤回は、当社の裁量

により決定することができ、停⽌指定の撤回に際して、当社は割当予定先に対し、原則として失効⽇か

ら遡って 5 取引⽇前までに書⾯により停⽌指定の撤回に係る通知を⾏います（但し、当社は、割当予定
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先が同意した場合には、失効⽇（当⽇を含みます。）までに書⾯以外の様式による通知を⾏うことで、通

知を⾏った⽇から停⽌指定を撤回することができます。）。 

当社は、上記の⾏使停⽌期間の通知⼜は停⽌指定の撤回に係る通知を⾏った場合には、その旨をプレ

スリリースにて開⽰いたします。 

④ 本新株予約権の取得に係る請求 

当社が吸収分割⼜は新設分割（当社が分割会社となる場合に限る。）につき当社の株主総会（株主総会

の決議を要しない場合は、取締役会）で承認決議した場合、割当予定先は、当該承認決議の⽇から当該

吸収分割⼜は新設分割の効⼒発⽣⽇の 15 取引⽇（但し、当該請求の⽇から 15 取引⽇⽬の⽇が⾏使可能

期間の最終⽇以降の⽇である場合には、⾏使可能期間の最終⽇とする。）（当⽇を含む。）前までに、当社

に通知を⾏うことにより、各回号の本新株予約権につき、それぞれの回号に係る新株予約権 1 個当たり

の払込⾦額にて、その取得を請求することができます。 

上記請求がなされた場合、当社は、法令に違反しない限り、当該請求の⽇から 15 取引⽇⽬の⽇（但

し、当該請求の⽇から 15 取引⽇⽬の⽇が⾏使可能期間の最終⽇以降の⽇である場合には、⾏使可能期

間の最終⽇とする。）において、その時点で当該割当先が保有する本新株予約権の全部を、各回号の本新

株予約権につき、それぞれの回号に係る新株予約権 1 個当たりの払込⾦額にて、売買により取得するも

のとします。 

また、割当予定先は、本第三者割当契約に従い、2028 年 10 ⽉ 2 ⽇以降 2028 年 11 ⽉ 2 ⽇までの期

間、当社に対して通知することにより、本新株予約権の取得を請求することができ、かかる請求がなさ

れた場合、当社は、当該時点で当該割当先が保有する本新株予約権の払込⾦額と同額の⾦銭を⽀払うこ

とにより、原則として 5 取引⽇以内に当該本新株予約権を取得するものとします。 

⑤ 当社による本新株予約権の取得 

当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の払込期⽇の翌

⽇以降、会社法第 273 条及び第 274 条の規定に従って通知をした上で、当社取締役会で定める取得⽇

に、各回号の本新株予約権につき、それぞれの回号に係る新株予約権 1 個当たりの払込⾦額にて、本新

株予約権者（当社を除く。）の保有する各本新株予約権の全部⼜は⼀部を取得することができます。⼀部

取得をする場合には、抽選その他の合理的な⽅法により⾏うものとします。また、当社は、組織再編⾏

為につき当社株主総会（株主総会の決議を要しない場合は、取締役会）で承認決議した場合、会社法第

273 条の規定に従って通知をした上で、当該組織再編⾏為の効⼒発⽣⽇前に、各回号の本新株予約権に

つき、それぞれの回号に係る新株予約権 1 個当たりの払込⾦額にて、本新株予約権者（当社を除く。）の

保有する各本新株予約権の全部を取得するものとします。さらに、当社は、当社が発⾏する株式が東京

証券取引所により監理銘柄、特別注意銘柄若しくは整理銘柄に指定された場合⼜は上場廃⽌となった場

合には、当該銘柄に指定された⽇⼜は上場廃⽌が決定した⽇から 2週間後の⽇（休業⽇である場合には、

その翌営業⽇とする。）に、各回号の本新株予約権につき、それぞれの回号に係る新株予約権 1 個当たり

の払込⾦額にて、本新株予約権者（当社を除く。）の保有する各本新株予約権の全部を取得するものとし

ます。 

また、当社は、本新株予約権の⾏使期間の末⽇に、各回号の本新株予約権につき、それぞれの回号に
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係る新株予約権 1 個当たりの払込⾦額にて、本新株予約権者（当社を除く。）の保有する各本新株予約権

の全部を取得するものとします。 

⑥ 本新株予約権の譲渡 

本第三者割当契約に基づいて、本新株予約権の譲渡には当社取締役会の決議による承認が必要となり、

また、本新株予約権が譲渡された場合でも、当社が割当予定先に対して本新株予約権の⾏使要請及びそ

の撤回を⾏う権利、当社が割当予定先に対して本新株予約権の停⽌指定及びその撤回を⾏う権利、並び

に割当予定先が当社に対して本新株予約権の取得を請求する権利等は、譲受⼈に引き継がれます。 

 

(メリット) 

① 第 22 回新株予約権の⾏使価額は、修正⽇の直前取引⽇の終値の 92％に相当する⾦額に修正される

ため、株価変動に応じて機動的な資⾦調達が可能となります。なお、第 22 回新株予約権の下限⾏使

価額は389円に設定されており、⾏使価額の下⽅修正には⻭⽌めが掛かる仕組みとなっております。 

② また、第 23 回新株予約権及び第 24 回新株予約権の⾏使価額は、⾏使価額修正選択決議を⾏った場

合には、第 22 回新株予約権と同様に、修正⽇の直前取引⽇の終値の 92％に相当する⾦額に修正さ

れますが、第 23 回新株予約権及び第 24 回新株予約権の当初⾏使価額はそれぞれ 855 円及び 1,010

円と現在の株価より⾼い⽔準に設定されており、当社事業の成⻑・拡⼤に伴う将来の株価上昇時に

おける当社の中⻑期的な資⾦調達を可能とします。 

③ 本新株予約権の⽬的である当社普通株式数は 4,800,000 株で固定されており、株価動向にかかわら

ず、最⼤交付株式数が限定されているため、希薄化の規模は限定的です。 

④ 本新株予約権の⾏使価額は、第 22 回新株予約権については当初から、第 23 回新株予約権及び第 24

回新株予約権は⾏使価額修正選択決議を⾏った場合には、各修正⽇の直前取引⽇の終値を基準とし

て修正される仕組みとなっており、株価の上昇局⾯においては⾏使価額も上⽅修正されること、ま

た、下記「7. 割当予定先の選定理由等 （3）割当予定先の保有⽅針及び⾏使制限措置」に記載のと

おり、割当予定先と締結する本第三者割当契約において⾏使数量制限が定められており、複数回に

よる⾏使と⾏使価額の分散が期待されるため、当社株式の供給が⼀時的に過剰となる事態が回避さ

れやすい設計としたことを通じて、株価への影響の軽減を図っております。また、当社が停⽌指定を

通じて本新株予約権の⾏使の数量及び時期を⼀定程度コントロールすることができるため、当社の

事業内容の進捗、資⾦需要及び市場環境等を勘案しつつ、⼀時に⼤幅な株式価値の希薄化が発⽣す

ることを抑制しながら機動的に資⾦を調達することが可能となります。 

⑤ 本新株予約権には上限⾏使価額が設定されていないことから、株価が上昇した場合、修正⽇以降の

⾏使価額も対応して上昇します。また、株価が上昇し、少ない⾏使数でも当社が必要とする⾦額を調

達できた場合には、停⽌指定を⾏うか、⼜は取得条項を⾏使することによって、既存株主にとっての

希薄化を抑制することも可能な設計となっております。 

⑥ 将来的に本新株予約権による資⾦調達の必要性がなくなった場合、⼜は代替的な資⾦調達⼿法が確

保できた場合等には、当社の選択により、いつでも残存する本新株予約権を発⾏価額と同額で取得

することが可能であり、資本政策の柔軟性が確保されております。また、当社の成⻑戦略に向けて資
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⾦調達を優先する必要があると当社が判断した場合等においては、割当予定先に対して⾏使要請を

⾏うことで、割当予定先は、⾏使を要請された本新株予約権の個数の全てにつき、本新株予約権を⾏

使するよう最⼤限努⼒する義務を負うことになるため、本新株予約権の⾏使による資⾦調達の促進

を図ることが可能になります。 

⑦ 本新株予約権による調達⾦額は資本となるため、財務健全性指標が上昇します。 

 

(留意点) 

① 本スキームは、割当予定先による本新株予約権の⾏使に伴って資⾦調達がなされる仕組みであり、

資⾦調達の進捗について以下の留意点があります。 

(ア) 第 22 回新株予約権については、⾏使価額は修正されるものの、下限⾏使価額が設定されて

いるため、株価が下限⾏使価額を下回って推移した場合、事実上資⾦調達ができない仕組み

となっております。また、第 23 回新株予約権及び第 24 回新株予約権についても、⾏使価

額修正選択決議により⾏使価額の修正が可能であるものの、当初⾏使価額が現在の株価より

⾼い⽔準で設定されているため、株価⽔準によっては、早期に⾏使が進まない⼜は事実上資

⾦調達ができない可能性があります。 

(イ) 株価が下限⾏使価額を上回って推移している場合でも、市場出来⾼の⽔準に応じて、全ての

本新株予約権の⾏使が完了するまでは⼀定の期間が必要となります。 

(ウ) 当社から割当予定先に対して⾏使を要請することはできるものの、指図することはできない

仕組みであり、株価が⾏使価額を超えている場合でも、割当予定先が⾏使をしない限り資⾦

調達ができない仕組みとなっております。 

(エ) ⼀時に資⾦調達することはできず、当社株式の株価・流動性の動向次第では、実際の調達⾦

額が当初の予定を下回る可能性があります。 

(オ) 当社が停⽌指定を⾏う場合、当社は割当予定先に対し、原則として⾏使停⽌期間の初⽇から

遡って 5 取引⽇前までに書⾯により⾏使停⽌期間の通知を⾏う必要があるため、通知から少

なくとも 5 取引⽇の間は、割当予定先により、下記「7. 割当予定先の選定理由等 （3）割

当予定先の保有⽅針及び⾏使制限措置」に記載の⾏使制限の範囲内で、本新株予約権の⾏使

が⾏われる可能性があります（但し、上記「(本スキームの商品性) ③ 本新株予約権の⾏

使停⽌及び⾏使停⽌の撤回」に記載のとおり、割当予定先が同意した場合には、当該期間の

初⽇（当⽇を含みます。）までに書⾯以外の様式による通知を⾏うことで、通知を⾏った⽇か

ら停⽌指定を⾏うことができます。）。 

(カ) 本第三者割当契約において、当社は、同契約締結⽇からその 180 ⽇後の⽇までの期間におい

て、本新株予約権が残存している場合は、割当予定先の事前の書⾯による同意がない限り、

株式、新株予約権⼜はこれらに転換し若しくはこれらを取得する権利が付与された証券を発

⾏してはならないこととされているため、資⾦調達⽅法について制約を受けることとなりま

す。但し、①当社及びその関係会社の役員及び従業員を対象として新株予約権を発⾏する場

合⼜は譲渡制限付株式報酬制度に基づき株式を交付する場合及び当該新株予約権の⾏使に
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より当社の株式を交付する場合、並びに②当社が他の事業会社との間で⾏う業務上の提携

（既存の提携に限らず、新規⼜は潜在的な提携を含む。）の⼀環として⼜はこれに関連して

当該他の事業会社に対してこれらの証券を発⾏する場合等の⼀定の場合を除きます。 

② 割当予定先は、本新株予約権の⾏使により取得する当社株式を⻑期間保有する意思を有しておらず、

取得した当社株式については当社の株価動向を勘案しつつ売却する予定であるため、割当予定先に

よる当社株式の売却により、当社株価が下落する可能性があります。 

 

(他の資⾦調達⽅法との⽐較) 

① 公募増資等により⼀度に全株を発⾏すると、⼀時に資⾦を調達できる反⾯、1 株当たりの利益の希薄

化も⼀時に発⽣するため株価への影響が⼤きくなるおそれがあると考えられます。 

② 株主割当増資では希薄化懸念は払拭されますが、割当先である既存投資家の参加率が不透明である

ことから、⼗分な額の資⾦を調達できるかどうかが不透明であり、今回の資⾦調達⽅法として適当

でないと判断いたしました。 

③ 第三者割当による新株発⾏は即時の資⾦調達の有効な⽅法となりえますが、公募増資と同様、同時

に将来の 1 株当たり利益の希薄化を⼀時に引き起こすため、株価に対する直接的な影響が⼤きいと

考えられます。また、現時点では新株の適当な割当先が存在しません。 

④ 第三者割当型転換社債型新株予約権付社債は、様々な商品設計が考えられますが、調達⾦額が負債

となるうえ、⼀般的には割当先が転換権を有しているため、当社のコントロールが及びません。ま

た、株価に連動して転換価額が修正される転換社債型新株予約権付社債（いわゆる MSCB）の発⾏

条件及び⾏使条件は多様化しておりますが、⼀般的には、転換により交付される株数が転換価額に

応じて決定されるという構造上、転換の完了までに転換により交付される株式総数が確定せず、転

換価額の下⽅修正がなされた場合には潜在株式数が増加するため、株価に対する直接的な影響が⼤

きいと考えられます。 

⑤ いわゆるライツ・イシューには、当社が⾦融商品取引業者と元引受契約を締結するコミットメント

型ライツ・イシューと、新株予約権の⾏使が株主の決定に委ねられるノンコミットメント型ライツ・

イシューがありますが、コミットメント型ライツ・イシューについては国内で実施された実績が乏

しく、資⾦調達⼿法としてまだ成熟が進んでいない段階にある⼀⽅で、引受⼿数料等のコストが増

⼤することが予想され、適切な資⾦調達⽅法ではない可能性があります。また、ノンコミットメント

型ライツ・イシューについては、当社は最近 2 年間において経常⾚字を計上しており、東京証券取

引所の定める有価証券上場規程第 304 条第 1 項第 3 号 a に規定される上場基準を満たさないため、

実施することができません。 

⑥ 社債及び借⼊による資⾦調達は、⼀時に資⾦を調達できる反⾯、調達⾦額が負債となるため、財務健

全性指標が低下します。 
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4. 調達する資⾦の額、使途及び⽀出予定時期 

（1）調達する資⾦の額（差引⼿取概算額） 

① 本新株予約権に係る調達資⾦ 4,197,640,000 円 

  本新株予約権の払込⾦額の総額 15,140,000 円 

  本新株予約権の⾏使に際して出資される財産の価額 4,182,500,000 円 

② 発⾏諸費⽤の概算額 22,000,000 円 

③ 差引⼿取概算額 4,175,640,000 円 

（注）1. 本新株予約権に係る調達資⾦は、本新株予約権の払込⾦額の総額（15,140,000 円）に本新株予約

権の⾏使に際して出資される財産の価額の合計額（4,182,500,000 円）を合算した⾦額でありま

す。 

2. 本新株予約権の⾏使に際して出資される財産の価額は、当初⾏使価額で全ての本新株予約権が⾏

使されたと仮定した場合の⾦額であります。⾏使価額が修正⼜は調整された場合には、本新株予

約権の⾏使に際して出資される財産の価額が変動する結果、本新株予約権に係る調達資⾦及び差

引⼿取概算額は増加⼜は減少する可能性があります。また、本新株予約権の⾏使期間内に⾏使が

⾏われない場合及び当社が取得した本新株予約権を消却した場合には、同様に本新株予約権に係

る調達資⾦及び差引⼿取概算額は減少する可能性があります。 

3. 発⾏諸費⽤の概算額の内訳は、本新株予約権の発⾏に関する弁護⼠費⽤、評価算定費⽤、信託銀⾏

費⽤等の合計額であります。 

4. 発⾏諸費⽤の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

 

（2）調達する資⾦の具体的な使途 

本新株予約権の発⾏及び割当予定先による本新株予約権の⾏使によって調達する差引⼿取概算額は合計約

42億円となる予定であり、具体的には、次の使途に充当する予定であります。 

具体的な使途 ⾦額（百万円） ⽀出予定時期 

①  臨床試験費⽤ 

（実施施設費⽤、CRO費⽤、薬剤製造製剤化費

⽤、併⽤薬剤調達費⽤等を含む） 

3,245 2026年11⽉〜2028年8⽉ 

② 事業運営費⽤ 

（基礎研究費⽤、販売費及び⼀般管理費） 
930 2026年11⽉〜2028年8⽉ 

合計 4,175 ― 

（注）1. 差引⼿取概算額については、上記のとおり⽀出する予定であり、⽀出時期までの資⾦管理につ

いては、当社の銀⾏預⾦等の安定的な⾦融資産で運⽤保管する予定でおります。 

2. 実際の資⾦調達額は本新株予約権の⾏使状況の影響を受けることから、上記資⾦使途及びその

⾦額については、変更される可能性があります。実際の資⾦調達額が予定に満たない場合に

は、⾃⼰資⾦及び他の資⾦調達による上記資⾦使途への充当、資⾦使途の変更⼜は事業計画の

⾒直しを⾏う予定です。なお、他の資⾦調達の実施（製薬企業等との提携による資⾦の調達⼜
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は当社負担費⽤の減少を含む。）、資⾦使途の変更⼜は事業計画の⾒直しを⾏った場合、その都

度、速やかに開⽰を⾏います。 

 

当社は、上記表中に記載のとおり資⾦を充当することを予定しておりますが、資⾦使途についての詳細は

以下のとおりです。 

 

① 臨床試験費⽤ 

欧州における CBP501臨床第 3 相試験は、現在欧州規制当局 EMAとの間で臨床試験開始申請の⼿続

を進めている途上であり、当局からの指導等によって今後変更の可能性がありますが、現時点で開始承

認取得を⾒込んでいる概要は次のとおりです。 

●対象疾患・・・膵臓がん 3次治療 

●試験形式・・・多施設無作為化オープンラベル⽐較対照試験 

●被験者数・・・合計 200〜250 名程度 

●主要評価項⽬・・・全⽣存期間（OS） 

臨床試験費⽤は被験者数に依存しますが、仮に上記の概要で開始承認が得られた場合、臨床試験に関

するデータ収集完了までに要する期間は FPI から 2〜3 年であり、この間に必要な臨床試験費⽤は、現

在の為替⽔準（1 ドル約 160 円）をもとに約 4,500〜5,000百万円と当社は⾒積もっています。このう

ち、2026 年 11 ⽉〜2028 年 8 ⽉の期間における必要資⾦の⼀部に、本新株予約権に係る調達資⾦のう

ち 3,245百万円を充当する予定です。また、当社は、2026 年 10 ⽉ 14 ⽇付で公表した「調達資⾦の使

途及び⽀出時期の変更について」のとおり、2023 年 5 ⽉ 18 ⽇付の取締役会決議に基づき同年 6 ⽉ 2

⽇に発⾏した新株式並びに第 19 回新株予約権及び第 20 回新株予約権により調達した資⾦の資⾦使途

及び⽀出予定時期を変更しており、当該資⾦のうち未充当となっている⾦額（2026 年 8 ⽉末時点で

973.9百万円）についても、引き続き臨床試験費⽤に充当する予定です。これらの調達資⾦をあわせて

充当することで、今後 2〜3 年に必要と⾒込まれる臨床試験費⽤をカバーする想定です。 

このように、仮に本新株予約権の⾏使が順調に進捗し、当初⾒込んでいた調達予定額の全額が調達で

きた場合には、臨床試験終了前後までの臨床試験費⽤に概ね相当する資⾦を調達できることになります。

もっとも、その場合であっても、仮に追加の資⾦調達を⾏わない場合には、将来保有現預⾦の⽔準は極

めて低くなり、財務安全性の懸念が⽣じるおそれがあります。また、⼀般に臨床試験が成功裏に進んだ

場合には、その後に続く新薬承認申請準備費⽤が必要となります。したがって、製薬企業との販売提携

等の⽅法を含め、適切な調達⼿段を今後検討してまいります。 

なお、今回の資⾦調達⽅法においては、当初⾒込んでいた調達予定額の全額が調達できない可能性も

あります。本新株予約権の⾏使が進捗せず⼗分な資⾦を調達できなかった場合には、現在有している現

⾦預⾦（2026 年 6 ⽉ 30 ⽇現在約 1,445百万円）の⼀部を適宜充当するほか、臨床試験の進⾏抑制等

のスケジュール変更、追加の資⾦調達等を検討することがあります。また、本新株予約権の⾏使の進捗

及び臨床試験のスケジュール等を踏まえ、ＳＢＩ証券を貸付⼈とする極度貸付（以下に定義します。）に

基づく借⼊⾦を充当することもあります（当該借⼊⾦の詳細については、後述のとおりです。）。 
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⼀⽅、今回の資⾦調達⽅法においては、当初⾒込んでいた調達予定額の全額を超過する⾦額が調達さ

れる可能性もあります。また、当社は、開発パートナーとなる製薬企業等との提携交渉も継続しており、

これが成⽴に⾄った場合、当社の負担するべき CBP501臨床第 3 相試験費⽤が減少し、余剰資⾦が発⽣

する可能性があります。これらの場合には、上記①及び②の⽀出状況を総合的に判断した上で各資⾦使

途に充当するほか、当社の中⻑期的な企業価値の向上に資する⾒込みやリスク等を総合的に勘案して、

当社の有する前臨床試験以前の段階のパイプライン CBT005 若しくは CBP-A08 の前臨床試験、

CBS9106 及び IDO/TDO ⼆重阻害剤の研究費⽤拡⼤等、他のプロジェクト等への資⾦使途変更を⾏う

ことがあります。 

いずれの場合も、資⾦使途の変更を⾏う場合には、速やかに公表します。 

② 事業運営費⽤（基礎研究費⽤、販売費及び⼀般管理費） 

当社は、臨床試験段階のプロジェクトの有無にかかわらず、継続的な基礎研究に係る諸費⽤並びに⼈

件費、外注費、事務⽤消耗品費等の販売費及び⼀般管理費として、年間約 500〜600百万円の⽀出を計

上しております。この基礎研究費⽤には、前臨床試験以前の段階のパイプラインである CBT005、

CBS9106、CBP-A08 及び IDO/TDO⼆重阻害剤等に関する研究費⽤が含まれています。 

これらの運営資⾦については、当社の資⾦繰り計画を踏まえ事前に確保する必要があると考えており、

2026 年 11 ⽉から 2028 年 8 ⽉までに発⽣する⾒込みの予算額である約 930百万円への充当を想定し

ています。 

なお、今回の資⾦調達⽅法においては当初⾒込んでいた調達予定額の全額が調達できない可能性があ

ることから、本新株予約権の⾏使が進捗せず⼗分な資⾦を調達できなかった場合には、現在有している

現⾦預⾦の⼀部を適宜充当するほか、基礎研究費⽤、販売費及び⼀般管理費の費⽤⽀出を抑制し、場合

によっては追加の資⾦調達等を検討することがあります。 

 

これらを踏まえた資⾦充当の優先順位につきましては、①に優先的に資⾦を配分し、①②の⼀時的な

不⾜には現在有している現⾦預⾦⼜は以下に定義する極度貸付に基づく借⼊⾦の充当（なお、借⼊⾦の

充当は①についてのみ⾏う予定です。）によって対応する予定です。なお、本新株予約権の⾏使時におけ

る株価推移により、上記の使途に充当する⽀出予定額を上回って資⾦調達が⾏われた場合には、臨床試

験のさらなる加速を図るなどの⽬的で①に追加充当することがあります。また、下記のとおり、①に対

して極度貸付に基づく借⼊⾦を充当していた場合には、残額を当該借⼊⾦の返済に充てることがありま

す。 

 

なお、当社は、2026 年 10 ⽉ 14 ⽇付で公表した「極度⽅式基本契約の締結に関するお知らせ」のと

おり、ＳＢＩ証券を貸付⼈とした極度⽅式基本契約の締結（以下「極度貸付」といいます。）により、借

⼊限度額 5億円の融資枠を設定する予定です。 

極度貸付の概要は、次のとおりです。 

借⼊⼈ 株式会社キャンバス 

貸付⼈ 株式会社ＳＢＩ証券 
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借⼊限度額 ⾦ 5億円 

⾦利 固定⾦利 3.0％（基準⾦利＋スプレッド） 

資⾦使途 欧州における CBP501臨床第 3 相試験に向けた開発費⽤ 

契約⽇ 2026 年 11 ⽉ 2 ⽇ 

借⼊開始⽇ 2026 年 11 ⽉ 2 ⽇ 

貸出可能期限 2027 年 5 ⽉ 7 ⽇ 

実際に⾏う借⼊れや、借⼊⾦の返済は、本新株予約権の⾏使状況や上記①の資⾦需要のタイミング等

に応じて段階的に実施する予定です。当社は、本⽇時点で極度貸付に係る契約の締結及び極度貸付に基

づく借⼊れは実施しておりませんが、今後、何らかの事情で本新株予約権の⾏使が進捗せず（⼜は意図

的に⾏使を抑制することにより）、本新株予約権の⾏使による調達資⾦の充当が上記①の具体的な⽀出

のタイミングに間に合わないおそれがある場合には、数ヶ⽉以内に本新株予約権の⾏使が進むという想

定のもとで、⼀時的に当該借⼊れを実施する可能性があります。将来的に極度貸付に基づき借⼊れを実

施した場合には、上記①の使途にのみ充当し、その場合、本新株予約権の発⾏及び割当予定先による本

新株予約権の⾏使により調達した資⾦でかかる借⼊⾦を返済することがあります。上記の資⾦使途に変

更があった場合には、必要に応じて適切に開⽰してまいります。 

 

5. 資⾦使途の合理性に関する考え⽅ 

当社は、本新株予約権の発⾏及び割当予定先による本新株予約権の⾏使により調達した資⾦を、上記「4. 

調達する資⾦の額、使途及び⽀出予定時期 （2）調達する資⾦の具体的な使途」に記載の使途に充当するこ

とによって、当社事業の中⻑期的な発展を志向していく予定であることから、本資⾦使途は株主価値の向上

に資する合理的なものであると判断しております。 

 

6. 発⾏条件等の合理性 

（1）払込⾦額の算定根拠及びその具体的内容 

当社は、本新株予約権の発⾏要項及び割当予定先との間で締結する予定の本第三者割当契約に定められた

諸条件を考慮した本新株予約権の評価を第三者算定機関（株式会社⾚坂国際会計、代表者︓⼭本 顕三、所

在地︓東京都千代⽥区紀尾井町4番1号）に依頼しました。当該第三者算定機関と当社との間には、重要な利

害関係はありません。 

当該算定機関は、価格算定に使⽤する価格算定モデルの決定にあたって、ブラック・ショールズ・モデル

や⼆項モデルといった他の価格算定モデルとの⽐較及び検討を実施した上で、⼀定株数及び⼀定期間の制約

の中で段階的な権利⾏使がなされること、⾏使価額の修正がなされる可能性があること、並びに本新株予約

権の発⾏要項及び割当予定先との間で締結する予定の本第三者割当契約に定められたその他の諸条件を相対

的に適切に算定結果に反映できる価格算定モデルとして、⼀般的な価格算定モデルのうちモンテカルロ・シ

ミュレーションを⽤いて本新株予約権の評価を実施しております。また、当該算定機関は、評価基準⽇現在

の市場環境等を考慮し、当社の株価（778円）、ボラティリティ（50.4％）、予定配当額（0円/株）、無リスク

利⼦率（1.9％）、当社株式の流動性等について⼀定の前提を置いた上で、当社の資⾦調達需要、当社及び割
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当予定先の権利⾏使⾏動に関する⼀定の前提条件を設定しております。当社は、当該算定機関が上記前提条

件を基に算定した評価額を参考に、割当予定先との間での協議を経て、本新株予約権の1個の払込⾦額を当該

評価額と同額として、第22回新株予約権は482円、第23回新株予約権は280円、第24回新株予約権は124円

とし、本新株予約権の⾏使価額は、第22回新株予約権は当初⾦778円、第23回新株予約権は当初⾦855円、

第24回新株予約権は当初⾦1,010円としました。また、本新株予約権の⾏使価額の修正に係るディスカウン

ト率は、当社普通株式の株価動向等を勘案した上で、割当予定先との間での協議を経て8％としました。 

本新株予約権の払込⾦額及び⾏使価額の決定にあたっては、当該算定機関が公正な評価額に影響を及ぼす

可能性のある事象を前提として考慮し、新株予約権の評価額の算定⼿法として⼀般的に⽤いられているモン

テカルロ・シミュレーションを⽤いて公正価値を算定していることから、当該算定機関の算定結果は合理的

な公正価格であると考えられるところ、払込⾦額が算定結果である評価額と同額とされているため、本新株

予約権の発⾏価額は、いずれも有利発⾏には該当せず、適正かつ妥当な価額であると判断いたしました。 

また、当社監査等委員会から、本新株予約権の発⾏条件は、第三者算定機関が当社と継続した取引関係に

なく、割当予定先からも独⽴した⽴場にあるため、その選定が妥当であること、発⾏価額が当該第三者算定

機関によって算出された当該評価額と同額で決定されていること、並びに当該第三者算定機関の計算⽅法及

び前提条件に不合理な点が認められないことから、割当予定先に特に有利な⾦額での発⾏に該当せず、適法

である旨の意⾒を得ております。 

 

（2）発⾏数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

本新株予約権が全て⾏使された場合に交付される株式数を合算した株式数は4,800,000株（議決権数

48,000個）であり、2026年6⽉30⽇現在の当社発⾏済株式総数19,713,655株及び議決権数196,938個を分

⺟とする希薄化率は24.35％（議決権ベースの希薄化率は24.37％）に相当します。 

しかしながら、①⾏使要請条項により当社の資⾦需要等を踏まえて当社の判断による⾏使要請を通じて資

⾦調達の促進を図ることができ、②その⼀⽅で、当社は停⽌指定を随時、何度でも⾏うことができるため急

速な希薄化には⼀定の⻭⽌めを掛けることが可能であること、③本新株予約権の発⾏及び割当予定先による

本新株予約権の⾏使により調達した資⾦を、上記の資⾦使途に充当することで、当社事業の中⻑期的な発展

を志向していく予定であることから、将来的に増⼤することが期待される収益⼒との⽐較において、希薄化

の規模は合理的であると判断しました。 

なお、将来何らかの事由により資⾦調達の必要性が薄れた場合、⼜は本スキームより有利な資⾦調達⼿段

が利⽤可能となった場合には、当社の判断により、残存する本新株予約権を取得できる条項を付することで、

必要以上の希薄化が進⾏しないように配慮しております。 

また、割当予定先が本新株予約権の全部を⾏使して取得した場合の4,800,000株を⾏使期間である2年間に

わたって売却するとした場合の1取引⽇当たりの平均数量が約9,776株であることから、当社株式の過去6ヶ

⽉間における1⽇当たり平均出来⾼約202,898株と⽐較して、上記発⾏数量は、市場で⼗分に消化可能である

と考えております。 
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7. 割当予定先の選定理由等 

（1）割当予定先の概要 

割当予定先の概要は別途時点の記載のあるものを除き、2026年10⽉14⽇現在におけるものでありま

す。 

（1） 名称 株式会社ＳＢＩ証券 

（2） 所在地 東京都港区六本⽊⼀丁⽬6番1号 

（3） 代表者の役職・⽒名 代表取締役社⻑ 髙村 正⼈ 

（4） 事業内容 ⾦融商品取引業 

（5） 資本⾦ 54,323百万円（2026年3⽉31⽇現在） 

（6） 設⽴年⽉⽇ 1944年3⽉30⽇ 

（7） 発⾏済株式数 3,632,161株（2026年3⽉31⽇現在） 

（8） 決算期 3⽉31⽇ 

（9） 従業員数 1,111名（2026年3⽉31⽇現在） 

（10） 主要取引先 投資家及び発⾏体 

（11） 主要取引銀⾏ 株式会社みずほ銀⾏ 

（12） ⼤株主及び持株⽐率 
ＳＢＩファイナンシャルサービシーズ株式会社 100％ 

※上記はＳＢＩホールディングス株式会社の100％⼦会社です。 

（13） 当事会社間の関係  

 資本関係 割当予定先は、当社の普通株式を 393,444 株保有しております。 

 ⼈的関係 該当事項はありません。 

 取引関係 

上記「4. 調達する資⾦の額、使途及び⽀出予定時期 （2）調達

する資⾦の具体的な使途」に記載のとおり、2026年11⽉2⽇付で、

借⼊限度額を5億円とする極度⽅式基本契約を締結する予定で

す。 

 関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

（14） 最近3年間の経営成績及び財政状態 （単位︓百万円。特記しているものを除く。） 

決算期 
2024年3⽉期 

（連結） 

2025年3⽉期 

（連結） 

2026年3⽉期 

（連結） 

 連結純資産 259,862 255,860 311,437 

 連結総資産 6,574,432 7,125,367 8,325,166 

 1株当たり連結純資産（円） 70,099.52 68,940.70 84,613.76 

 連結営業収益 203,398 238,867 284,630 

 連結営業利益 68,686 77,128 86,752 

 連結経常利益 69,553 76,625 90,458 

 親会社株主に帰属する 47,381 47,865 53,604 
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当期純利益 

 1株当たり当期純利益（円） 13,340.34 13,178.15 14,758.31 

 1株当たり配当⾦（円） 15,645.12 13,765.91 0.00 

（注）割当予定先は、東京証券取引所の取引参加者であります。また、割当予定先は⾦融商品取引業者とし

て登録済み（登録番号︓関東財務局⻑（⾦商）第 44 号）であり、監督官庁である⾦融庁の監督及び規

制に服するとともに、その業務に関連する国内の⾃主規制機関（⽇本証券業協会、⼀般社団法⼈⾦融

先物取引業協会）に所属し、その規則の適⽤を受けております。また、割当予定先の完全親会社であ

るＳＢＩホールディングス株式会社が東京証券取引所に提出したコーポレート・ガバナンスに関する

報告書（最終更新⽇、2026 年 6 ⽉ 26 ⽇）において「ＳＢＩグループでは、その⾏動規範において反

社会的勢⼒には毅然として対決することを宣⾔するとともに、当社に反社会的勢⼒の排除に取り組む

対応部署を設置し、警察・暴⼒追放運動推進センター・弁護⼠等の外部専⾨機関との情報交換を⾏う

等、連携強化に向けた社内体制の整備を推進するものとする。」としております。さらに当社は、割当

予定先の担当者との⾯談によるヒアリング内容をも踏まえ、同社及びその役員が暴⼒若しくは威⼒を

⽤い、⼜は詐欺その他の犯罪⾏為を⾏うことにより経済的利益を享受しようとする個⼈、法⼈その他

の団体（以下「特定団体等」といいます。）には該当せず、また、特定団体等とは何らの関係も有しな

いものと判断しております。 

 

（2）割当予定先を選定した理由 

当社は、今回の資⾦調達にあたり、割当予定先であるＳＢＩ証券を含む複数の証券会社及び⾦融機関等に

相談し、資⾦調達⽅法の説明や提案を受け、当該提案の内容を含め、公募増資、MSCB、⾦融機関からの借⼊

れ等の各資⾦調達⽅法について、「3. 資⾦調達⽅法の概要及び選択理由」に記載のとおり検討いたしました。

その結果として、当社は、割当予定先であるＳＢＩ証券より提案を受けた本スキームによる資⾦調達⽅法が、

当社の株価や既存株主の利益に充分に配慮しながら成⻑のための必要資⾦を調達できるという点並びに当社

の事業及び事業環境の進展による当社株価の上昇に伴い徐々に資⾦調達ができる点において当社のニーズに

最も合致すると判断しました。 

当社は、ＳＢＩ証券が当社のニーズに最も合致する資⾦調達⽅法を提案したことに加え、同社が同種のフ

ァイナンスにおいて複数の実績と⼗分な信⽤⼒を有する顧客基盤の厚い証券会社であり、株価への影響や既

存株主の利益に配慮した資⾦調達や、本新株予約権の⾏使により交付される当社普通株式の円滑な売却が期

待できることから、同社を割当予定先として選定いたしました。 

なお、本新株予約権は、⽇本証券業協会会員である割当予定先による買受けを予定するものであり、⽇本

証券業協会の定める「第三者割当増資等の取扱いに関する規則」の適⽤を受けて募集が⾏われるものです。 

 

（3）割当予定先の保有⽅針及び⾏使制限措置 

割当予定先と締結する本第三者割当契約において、本新株予約権の譲渡の際に当社取締役会の決議による

承認が必要である旨が定められております。また、割当予定先は、本新株予約権の⾏使により取得する当社

株式を⻑期間保有する意思を有しておらず、取得した当社株式については速やかに売却する予定である旨の
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⼝頭による報告を受けております。 

また、当社は、東京証券取引所の定める有価証券上場規程第434条第1項及び同施⾏規則第436条第1項か

ら第5項までの定めに基づき、割当予定先と締結する本第三者割当契約において、原則として、単⼀暦⽉中に

MSCB等（同規則に定める意味を有する。以下同じ。）の買受⼈の⾏使により取得される株式数が、MSCB等

の払込⽇時点における上場株式数の10％を超える場合には、当該10％を超える部分に係る転換⼜は⾏使を制

限するよう措置（割当予定先が本新株予約権を第三者に売却する場合及びその後本新株予約権がさらに転売

された場合であっても、当社が、転売先となる者との間で、当該10％を超える部分に係る転換⼜は⾏使を制

限する内容を約する旨定めることを含みます。）を講じる予定です。 

 

（4）割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

割当予定先からは、本新株予約権の払込⾦額（発⾏価額）の総額の払込み及び本新株予約権の⾏使に要す

る資⾦は確保されている旨の⼝頭による報告を受けております。また、当社は、割当予定先の2027年3⽉期

第1四半期決算短信に記載されている2026年6⽉30⽇現在の四半期連結貸借対照表等により、同社が本新株

予約権の払込み及び本新株予約権の⾏使に要する充分な現預⾦及びその他流動資産を保有していることを確

認し、当社としてかかる払込みに⽀障はないと判断しております。 

 

（5）株券貸借に関する契約 

当社並びに当社の役員、役員関係者及び⼤株主は、割当予定先との間において、株券貸借契約を締結する

予定はありません。 

 

（6）ロックアップについて 

当社は、割当予定先との間で、本新株予約権が残存する限り、割当予定先の事前の書⾯による同意を受け

ることなく、本新株予約権の発⾏及び本新株予約権の⾏使による当社の株式の交付を除き、本第三者割当契

約の締結⽇からその180⽇後の⽇までの期間において、株式、新株予約権⼜はこれらに転換し若しくはこれ

らを取得する権利が付与された証券を発⾏しないことを合意する予定です。但し、当社及びその関係会社の

役員及び従業員を対象として新株予約権を発⾏する場合⼜は譲渡制限付株式報酬制度に基づき株式を交付す

る場合及び当該新株予約権の⾏使により当社の株式を交付する場合、本第三者割当契約の締結⽇時点で既発

⾏の新株予約権の⾏使により当社の株式を交付する場合、当社が他の事業会社との間で⾏う業務上の提携

（既存の提携に限らず、新規⼜は潜在的な提携を含む。）の⼀環として⼜はこれに関連して当該他の事業会

社に対してこれらの証券を発⾏する場合並びに株式分割⼜は株式無償割当てに伴い当社の株式を交付する場

合を除きます。 
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8. 募集後の⼤株主及び持株⽐率  

募集前（2026 年 6 ⽉ 30 ⽇現在） 

⽒名 持株数（株） 持株⽐率（％） 

上⽥⼋⽊短資株式会社 480,000 2.43 

株式会社ＳＢＩ証券 393,444 1.99 

今村 均 373,700 1.89 

株式会社三星住発 125,000 0.63 

ＪＰモルガン証券株式会社 111,400 0.56 

安井 弘⾼ 95,100 0.48 

⻄村 彰 90,000 0.45 

安達 佳⽣ 87,100 0.44 

河邊 拓⼰ 84,000 0.42 

共⽥ 義夫 80,000 0.40 

（注）1. 本新株予約権の募集分については⻑期保有を約していないため、本新株予約権の募集に係る潜在株

式数を反映した「募集後の⼤株主及び持株⽐率」を表⽰していません。なお、上表には⾃⼰株式は

含まれておりませんが、当社が所有している⾃⼰株式は 10,598 株です。 

2. 「持株⽐率」は、⼩数点以下第 3 位を切り捨てしております。 

 

9. 今後の⾒通し 

今回の資⾦調達による 2027 年 6 ⽉期の当社の業績に与える影響は、軽微であります。 

 

10. 企業⾏動規範上の⼿続きに関する事項 

本新株予約権の発⾏は、①希薄化率が合計 25％未満であること、②⽀配株主の異動を伴うものではないこ

と（本新株予約権全てが権利⾏使された場合であっても、⽀配株主の異動が⾒込まれるものではないこと）

から、東京証券取引所の定める「有価証券上場規程」第 432 条に定める独⽴第三者からの意⾒⼊⼿及び株主

の意思確認⼿続きは要しません。 
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11. 最近 3 年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（1）最近 3 年間の業績                       （単位︓千円） 

 2024 年 6 ⽉期 2025 年 6 ⽉期 2026 年 6 ⽉期 

事 業 収 益 － － － 

営 業 損 失 （ △ ） △1,262,041 △1,109,563 △1,358,469 

経 常 損 失 （ △ ） △1,208,349 △1,156,668 △1,307,558 

当 期 純 損 失 （ △ ） △1,209,599 △1,157,918 △1,308,808 

1 株当たり当期純損失⾦額（円） △67.90 △61.14 △66.42 

1 株 当 た り 配 当 額 （ 円 ） － － － 

1 株 当 た り純資産額 （ 円 ） 127.87 147.76 81.33 

 

（2）現時点における発⾏済株式数及び潜在株式数の状況（2026 年 8 ⽉ 31 ⽇現在） 

 株 式 数 発⾏済株式数に対する⽐率 

発 ⾏ 済 株 式 数 19,713,655 株 100.0％ 

現時点の転換価額（⾏使価額）に 

お け る 潜 在 株 式 数 
90,000 株 0.5％ 

下限値の転換価額（⾏使価額）に 

お け る 潜 在 株 式 数 
̶株 ̶％ 

上限値の転換価額（⾏使価額）に 

お け る 潜 在 株 式 数 
̶株 ̶％ 

（注）上記潜在株式数は、全てストック・オプションによるものです。 

 

（3）最近の株価の状況 

① 最近 3 年間の状況 

 2024 年 6 ⽉期 2025 年 6 ⽉期 2026 年 6 ⽉期 

始  値 1,225 円 553 円 1,170 円 

⾼  値 1,263 円 1,512 円 1,558 円 

安  値 411 円 432 円 506 円 

終  値 543 円 1,195 円 593 円 
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② 最近 6 か⽉間の状況 

 
2026 年 

5 ⽉ 
6 ⽉ 7 ⽉ 8 ⽉ 9 ⽉ 10 ⽉ 

始  値 668 円 608 円 590 円 734 円 858 円 777 円 

⾼  値 708 円 611 円 816 円 925 円 880 円 809 円 

安  値 579 円 506 円 587 円 698 円 700 円 732 円 

終  値 611 円 593 円 737 円 863 円 792 円 778 円 

（注）2026 年 10 ⽉の株価については、2026 年 10 ⽉ 13 ⽇現在で表⽰しております。 

 

③ 発⾏決議⽇前取引⽇における株価 

 2026 年 10 ⽉ 13 ⽇ 

始  値 793 円 

⾼  値 801 円 

安  値 773 円 

終  値 778 円 

 

（4）最近 3 年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

 該当事項はありません。 

 

以 上
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（別紙 1） 
株式会社キャンバス 

第 22 回新株予約権発⾏要項 

 

１．本新株予約権の名称 

株式会社キャンバス第 22 回新株予約権（以下「本新株予約権」という。） 

２．申込期間 

2026 年 10 ⽉ 30 ⽇ 

３．割当⽇ 

2026 年 10 ⽉ 30 ⽇ 

４．払込期⽇ 

2026 年 10 ⽉ 30 ⽇ 

５．募集の⽅法 

第三者割当ての⽅法により、全ての本新株予約権を株式会社ＳＢＩ証券に割り当てる。 

６．本新株予約権の⽬的である株式の種類及び数 

(1) 本新株予約権の⽬的である株式の種類及び総数は、当社普通株式 2,000,000 株とする（本新株予約権１個当た

りの⽬的たる株式の数（以下「割当株式数」という。）は 100 株とする。）。但し、下記第(2)号乃⾄第(4)号によ

り割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の⽬的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整さ

れるものとする。 

(2) 当社が第 11 項の規定に従って⾏使価額（以下に定義する。）の調整を⾏う場合には、割当株式数は次の算式によ

り調整される。但し、調整の結果⽣じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前⾏使価

額及び調整後⾏使価額は、第 11 項に定める調整前⾏使価額及び調整後⾏使価額とする。 

               調整前割当株式数 × 調整前⾏使価額 

    調整後割当株式数 ＝ ──────────────────── 

                 調 整 後 ⾏ 使 価 額 

(3) 調整後割当株式数の適⽤⽇は、当該調整事由に係る第 11 項第(2)号、第(5)号及び第(6)号による⾏使価額の調整

に関し、各号に定める調整後⾏使価額を適⽤する⽇と同⽇とする。 

(4) 割当株式数の調整を⾏うときは、当社は、調整後割当株式数の適⽤開始⽇の前⽇までに、本新株予約権に係る新

株予約権者（以下「本新株予約権者」という。）に対し、かかる調整を⾏う旨並びにその事由、調整前割当株式数、

調整後割当株式数及びその適⽤開始⽇その他必要な事項を書⾯で通知する。但し、第 11 項第(2)号⑤に定める場

合その他適⽤開始⽇の前⽇までに上記通知を⾏うことができない場合には、適⽤開始⽇以降速やかにこれを⾏う。 

７．本新株予約権の総数 

20,000 個 

８．各本新株予約権の払込⾦額 

⾦ 482 円（本新株予約権の⽬的である株式１株当たり 4.82 円） 

９．本新株予約権の⾏使に際して出資される財産の価額 

(1) 各本新株予約権の⾏使に際して出資される財産は⾦銭とし、その価額は、⾏使価額に割当株式数を乗じた額とす

る。但し、これにより１円未満の端数が⽣じる場合は、これを切り捨てる。 
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(2) 本新株予約権の⾏使に際して出資される当社普通株式１株当たりの⾦銭の額（以下「⾏使価額」という。）は、当

初 778 円とする。但し、⾏使価額は、第 10 項⼜は第 11 項に従い修正⼜は調整される。 

10．⾏使価額の修正 

第 16 項第(3)号に定める本新株予約権の各⾏使請求の効⼒発⽣⽇（以下「修正⽇」という。）の直前取引⽇の株式会

社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下「終値」という。）（同⽇に終値がない場合には、その

直前の終値）の 92％に相当する⾦額の１円未満の端数を切り捨てた⾦額（以下「修正⽇価額」という。）が、当該修正

⽇の直前に有効な⾏使価額を１円以上上回る場合⼜は下回る場合には、⾏使価額は、当該修正⽇以降、当該修正⽇価額

に修正される。但し、修正⽇にかかる修正後の⾏使価額が 389 円（以下「下限⾏使価額」といい、第 11 項の規定を準

⽤して調整される。）を下回ることとなる場合には⾏使価額は下限⾏使価額とする。なお、「取引⽇」とは、株式会社東

京証券取引所において売買⽴会が⾏われる⽇をいう。以下同じ。 

11．⾏使価額の調整 

(1) 当社は、当社が本新株予約権の発⾏後、下記第(2)号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を⽣じる場合

⼜は変更を⽣じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「⾏使価額調整式」という。）をもって⾏使価額

を調整する。 

新発⾏・処分株式数×１株当たりの払込⾦額 

                        既発⾏株式数＋ ─────────────────────  

                                          時   価 

      調整後⾏使価額＝調整前⾏使価額× ─────────────────────────────―― 

                              既発⾏株式数 ＋ 新発⾏・処分株式数 

(2) ⾏使価額調整式により⾏使価額の調整を⾏う場合及び調整後⾏使価額の適⽤時期については、次に定めるところ

による。 

① 下記第(4)号②に定める時価を下回る払込⾦額をもって当社普通株式を新たに発⾏し、⼜は当社の保有する当

社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む。）（但し、当社の譲渡制限付株式報酬制度に基づく

株式を交付する場合、新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の⾏使、取得請求権付株式、取

得条項付株式⼜は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得、その他当社普通

株式の交付を請求できる権利の⾏使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交換、株式交付

⼜は合併により当社普通株式を交付する場合を除く。） 

調整後⾏使価額は、払込期⽇（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終⽇とし、無償割当ての場合はそ

の効⼒発⽣⽇とする。）以降、⼜はかかる発⾏若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基

準⽇がある場合はその⽇の翌⽇以降これを適⽤する。 

② 株式の分割により普通株式を発⾏する場合 

調整後⾏使価額は、株式の分割のための基準⽇の翌⽇以降これを適⽤する。 

③ 下記第(4)号②に定める時価を下回る払込⾦額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株式

⼜は下記第(4)号②に定める時価を下回る払込⾦額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株

予約権付社債に付されたものを含む。）を発⾏⼜は付与する場合（但し、2026 年 10 ⽉ 14 ⽇開催の当社の取

締役会決議に基づき第 23 回新株予約権及び第 24 回新株予約権を割り当てる場合、並びに当社のストック・オ

プション制度に基づき新株予約権を割り当てる場合を除く。） 
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調整後⾏使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権⼜は新株予約権（新株予約権付社債に付された

ものを含む。）の全部が当初の条件で⾏使されたものとみなして⾏使価額調整式を適⽤して算出するものとし、

払込期⽇（新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の場合は割当⽇）以降⼜は（無償割当ての

場合は）効⼒発⽣⽇以降これを適⽤する。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準⽇がある場合に

は、その⽇の翌⽇以降これを適⽤する。 

上記にかかわらず、請求⼜は⾏使に際して交付される当社普通株式の対価が、取得請求権付株式⼜は新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）が発⾏された時点で確定していない場合は、調整後⾏使価額は、

当該対価の確定時点で発⾏されている取得請求権付株式⼜は新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の全てが当該対価の確定時点の条件で請求⼜は⾏使され当社普通株式が交付されたものとみなして⾏使価

額調整式を適⽤して算出するものとし、当該対価が確定した⽇の翌⽇以降、これを適⽤する。 

④ 当社の発⾏した取得条項付株式⼜は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取

得と引換えに下記第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合（但し、上記③に

より既に⾏使価額が調整されたものを除く。） 

調整後⾏使価額は、取得⽇の翌⽇以降これを適⽤する。 

⑤ 上記①乃⾄③の場合において、基準⽇が設定され、かつ効⼒の発⽣が当該基準⽇以降の株主総会、取締役会そ

の他当社の機関の承認を条件としているときには、上記①乃⾄③にかかわらず、調整後⾏使価額は、当該承認が

あった⽇の翌⽇以降これを適⽤する。この場合において、当該基準⽇の翌⽇から当該承認があった⽇までに本新

株予約権の⾏使請求をした本新株予約権者に対しては、次の算出⽅法により、当社普通株式を交付する。 

            (調整前⾏使価額－調整後⾏使価額)×調整前⾏使価額により当該期間内に交付された株式数 

株式数 ＝ ────────────────────────────────────────― 

                           調 整 後 ⾏ 使 価 額 

この場合、１株未満の端数を⽣じたときはこれを切り捨て、現⾦等による調整は⾏わないものとする。 

(3)  ⾏使価額調整式により算出された調整後⾏使価額と調整前⾏使価額との差額が１円未満にとどまる場合は、⾏使

価額の調整は⾏わない。但し、その後⾏使価額の調整を必要とする事由が発⽣し、⾏使価額を調整する場合には、

⾏使価額調整式中の調整前⾏使価額に代えて調整前⾏使価額からこの差額を差し引いた額を使⽤する。 

(4)① ⾏使価額調整式の計算については、円位未満⼩数第１位まで算出し、⼩数第１位を四捨五⼊する。 

② ⾏使価額調整式で使⽤する時価は、調整後⾏使価額が初めて適⽤される⽇に先⽴つ 45 取引⽇⽬に始まる 30 取

引⽇の終値の平均値（終値のない⽇数を除く。）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満⼩数第１位まで

算出し、⼩数第１位を四捨五⼊する。 

③ ⾏使価額調整式で使⽤する既発⾏株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準⽇がある場合はそ

の⽇、また、かかる基準⽇がない場合は、調整後⾏使価額を初めて適⽤する⽇の１ヶ⽉前の⽇における当社の発

⾏済普通株式の総数から、当該⽇において当社の保有する当社普通株式を控除した数とする。また、上記第(2)

号②の場合には、⾏使価額調整式で使⽤する新発⾏・処分株式数は、基準⽇において当社が有する当社普通株式

に割り当てられる当社の普通株式数を含まないものとする。 

(5) 上記第(2)号の⾏使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予約権者と協議

の上、その承認を得て、必要な⾏使価額の調整を⾏う。 

① 株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換、株式交付⼜は合併のために⾏使価額の調整を必要とするとき。 

② その他当社の発⾏済普通株式数の変更⼜は変更の可能性が⽣じる事由等の発⽣により⾏使価額の調整を必要

とするとき。 



27 
 

③ ⾏使価額を調整すべき複数の事由が相接して発⽣し、⼀⽅の事由に基づく調整後⾏使価額の算出にあたり使

⽤すべき時価につき、他⽅の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

(6) 上記第(2)号の規定にかかわらず、上記第(2)号に基づく調整後⾏使価額を初めて適⽤する⽇が第 10 項に基づく

⾏使価額の修正⽇と⼀致する場合には、当社は、必要な⾏使価額及び下限⾏使価額の調整を⾏う。 

(7) ⾏使価額の調整を⾏うときは、当社は、調整後⾏使価額の適⽤開始⽇の前⽇までに、本新株予約権者に対し、か

かる調整を⾏う旨並びにその事由、調整前⾏使価額、調整後⾏使価額及びその適⽤開始⽇その他必要な事項を書

⾯で通知する。但し、上記第(2)号⑤に定める場合その他適⽤開始⽇の前⽇までに上記通知を⾏うことができない

場合には、適⽤開始⽇以降速やかにこれを⾏う。 

12．本新株予約権を⾏使することができる期間 

2026 年 11 ⽉２⽇から 2028 年 11 ⽉２⽇までとする。 

13．その他の本新株予約権の⾏使の条件 

各本新株予約権の⼀部⾏使はできない。 

14．本新株予約権の取得 

(1) 当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の払込期⽇の翌⽇以降、会

社法第 273条及び第 274条の規定に従って通知をした上で、当社取締役会で定める取得⽇に、本新株予約権１

個当たり払込⾦額と同額で、本新株予約権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権の全部⼜は⼀部を取得する

ことができる。⼀部取得をする場合には、抽選その他の合理的な⽅法により⾏うものとする。 

(2) 当社は、2028 年 11 ⽉２⽇に、本新株予約権１個当たり払込⾦額と同額で、本新株予約権者（当社を除く。）の

保有する本新株予約権の全部を取得する。 

(3) 当社は、当社が消滅会社となる合併⼜は当社が完全⼦会社となる株式交換、株式交付若しくは株式移転（以下「組

織再編⾏為」という。）につき当社株主総会（株主総会の決議を要しない場合は、取締役会）で承認決議した場合、

会社法第 273条の規定に従って通知をした上で、当該組織再編⾏為の効⼒発⽣⽇前に、本新株予約権１個当たり

払込⾦額と同額で、本新株予約権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権の全部を取得する。 

(4) 当社は、当社が発⾏する株式が株式会社東京証券取引所により監理銘柄、特別注意銘柄若しくは整理銘柄に指定

された場合⼜は上場廃⽌となった場合には、当該銘柄に指定された⽇⼜は上場廃⽌が決定した⽇から２週間後の

⽇（休業⽇である場合には、その翌営業⽇とする。）に、本新株予約権１個当たり払込⾦額と同額で、本新株予約

権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権の全部を取得する。 

15．本新株予約権の⾏使により株式を発⾏する場合の増加する資本⾦及び資本準備⾦ 

本新株予約権の⾏使により株式を発⾏する場合の増加する資本⾦の額は、会社計算規則第 17 条の定めるところに従

って算定された資本⾦等増加限度額に 0.5 を乗じた⾦額とし、計算の結果１円未満の端数を⽣じる場合はその端数を切

り上げた額とする。増加する資本準備⾦の額は、資本⾦等増加限度額より増加する資本⾦の額を減じた額とする。 

16．本新株予約権の⾏使請求の⽅法 

(1) 本新株予約権を⾏使する場合、第 12 項記載の本新株予約権を⾏使することができる期間中に第 19 項記載の⾏

使請求受付場所に対して、⾏使請求に必要な事項を通知するものとする。 

(2) 本新株予約権を⾏使する場合、前号の⾏使請求の通知に加えて、本新株予約権の⾏使に際して出資される財産の

価額の全額を現⾦にて第 20 項に定める払込取扱場所の当社が指定する⼝座に振り込むものとする。 

(3) 本新株予約権の⾏使請求の効⼒は、第 19 項記載の⾏使請求受付場所に対する⾏使請求に必要な全部の事項の通

知が⾏われ、かつ当該本新株予約権の⾏使に際して出資される財産の価額の全額が前号に定める⼝座に⼊⾦され

た⽇に発⽣する。 
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17．新株予約権証券の不発⾏ 

当社は、本新株予約権に関して新株予約権証券を発⾏しない。 

18．本新株予約権の払込⾦額及びその⾏使に際して出資される財産の価額の算定理由 

本発⾏要項及び割当先との間で締結する予定の第三者割当契約に定められた諸条件を考慮し、⼀般的な価格算定モデ

ルであるモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、当社の株価、当社株式の流動性、割当先の権利⾏使⾏動及び

割当先の株式保有動向等について⼀定の前提を置いて評価した結果を参考に、本新株予約権１個の払込⾦額を第８項記

載のとおりとした。さらに、本新株予約権の⾏使に際して出資される財産の価額は第９項記載のとおりとし、⾏使価額

は当初、2026 年 10 ⽉ 13 ⽇の終値に相当する⾦額とした。 

19．⾏使請求受付場所 

三菱ＵＦＪ信託銀⾏株式会社 証券代⾏部 

20．払込取扱場所 

株式会社みずほ銀⾏ 三島⽀店 

21．社債、株式等の振替に関する法律の適⽤等 

本新株予約権は、社債、株式等の振替に関する法律に定める振替新株予約権とし、その全部について同法の規定の適

⽤を受ける。また、本新株予約権の取扱いについては、株式会社証券保管振替機構の定める株式等の振替に関する業務

規程、同施⾏規則その他の規則に従う。 

22．振替機関の名称及び住所 

株式会社証券保管振替機構 

東京都中央区⽇本橋兜町７番１号 

23．その他 

(1) 会社法その他の法律の改正等、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、当社は必要な措置

を講じる。 

(2) 上記各項については、⾦融商品取引法による届出の効⼒発⽣を条件とする。 

(3) 本新株予約権の条件は、市場の状況、当社の財務状況、本新株予約権の払込⾦額その他を踏まえ、当社が現在獲

得できる最善のものであると判断する。 

(4) その他本新株予約権発⾏に関し必要な事項は、当社代表取締役社⻑に⼀任する。 

以  上 
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（別紙 2） 

株式会社キャンバス 

第 23 回新株予約権発⾏要項 

 

１．本新株予約権の名称 

株式会社キャンバス第 23 回新株予約権（以下「本新株予約権」という。） 

２．申込期間 

2026 年 10 ⽉ 30 ⽇ 

３．割当⽇ 

2026 年 10 ⽉ 30 ⽇ 

４．払込期⽇ 

2026 年 10 ⽉ 30 ⽇ 

５．募集の⽅法 

第三者割当ての⽅法により、全ての本新株予約権を株式会社ＳＢＩ証券に割り当てる。 

６．本新株予約権の⽬的である株式の種類及び数 

(1) 本新株予約権の⽬的である株式の種類及び総数は、当社普通株式 1,300,000 株とする（本新株予約権１個当た

りの⽬的たる株式の数（以下「割当株式数」という。）は 100 株とする。）。但し、下記第(2)号乃⾄第(4)号によ

り割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の⽬的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整さ

れるものとする。 

(2) 当社が第 11 項の規定に従って⾏使価額（以下に定義する。）の調整を⾏う場合には、割当株式数は次の算式によ

り調整される。但し、調整の結果⽣じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前⾏使価

額及び調整後⾏使価額は、第 11 項に定める調整前⾏使価額及び調整後⾏使価額とする。 

               調整前割当株式数 × 調整前⾏使価額 

    調整後割当株式数 ＝ ──────────────────── 

                 調 整 後 ⾏ 使 価 額 

(3) 調整後割当株式数の適⽤⽇は、当該調整事由に係る第 11 項第(2)号、第(5)号及び第(6)号による⾏使価額の調整

に関し、各号に定める調整後⾏使価額を適⽤する⽇と同⽇とする。 

(4) 割当株式数の調整を⾏うときは、当社は、調整後割当株式数の適⽤開始⽇の前⽇までに、本新株予約権に係る新

株予約権者（以下「本新株予約権者」という。）に対し、かかる調整を⾏う旨並びにその事由、調整前割当株式数、

調整後割当株式数及びその適⽤開始⽇その他必要な事項を書⾯で通知する。但し、第 11 項第(2)号⑤に定める場

合その他適⽤開始⽇の前⽇までに上記通知を⾏うことができない場合には、適⽤開始⽇以降速やかにこれを⾏う。 

７．本新株予約権の総数 

13,000 個 

８．各本新株予約権の払込⾦額 

⾦ 280 円（本新株予約権の⽬的である株式１株当たり 2.80 円） 

９．本新株予約権の⾏使に際して出資される財産の価額 

(1) 各本新株予約権の⾏使に際して出資される財産は⾦銭とし、その価額は、⾏使価額に割当株式数を乗じた額とす

る。但し、これにより１円未満の端数が⽣じる場合は、これを切り捨てる。 
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(2) 本新株予約権の⾏使に際して出資される当社普通株式１株当たりの⾦銭の額（以下「⾏使価額」という。）は、当

初 855 円とする。但し、⾏使価額は、第 10 項⼜は第 11 項に従い修正⼜は調整される。 

10．⾏使価額の修正 

当社は、資⾦調達のため必要があると判断した場合には、当社取締役会の決議により、第 16 項第(3)号に定める本新

株予約権の各⾏使請求の効⼒発⽣⽇（以下「修正⽇」という。）において⾏使価額の修正が⽣じることとすることがで

きる（以下、かかる決議を「⾏使価額修正選択決議」という。）。当社は、⾏使価額修正選択決議により⾏使価額の修正

を決定した場合は、その旨を直ちに本新株予約権者に通知するものとし、当該通知が⾏われた⽇（同⽇を含む。）の翌

取引⽇以降、修正⽇の直前取引⽇の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下「終値」と

いう。）（同⽇に終値がない場合には、その直前の終値）の 92％に相当する⾦額の１円未満の端数を切り捨てた⾦額（以

下「修正⽇価額」という。）が、当該修正⽇の直前に有効な⾏使価額を１円以上上回る場合⼜は下回る場合には、⾏使価

額は、当該修正⽇以降、当該修正⽇価額に修正される。但し、修正⽇にかかる修正後の⾏使価額が 389 円（以下「下限

⾏使価額」といい、第 11 項の規定を準⽤して調整される。）を下回ることとなる場合には⾏使価額は下限⾏使価額とす

る。なお、「取引⽇」とは、株式会社東京証券取引所において売買⽴会が⾏われる⽇をいう。以下同じ。 

11．⾏使価額の調整 

(1) 当社は、当社が本新株予約権の発⾏後、下記第(2)号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を⽣じる場合

⼜は変更を⽣じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「⾏使価額調整式」という。）をもって⾏使価額

を調整する。 

新発⾏・処分株式数×１株当たりの払込⾦額 

                        既発⾏株式数＋ ─────────────────────  

                                          時   価 

      調整後⾏使価額＝調整前⾏使価額× ─────────────────────────────―― 

                              既発⾏株式数 ＋ 新発⾏・処分株式数 

(2) ⾏使価額調整式により⾏使価額の調整を⾏う場合及び調整後⾏使価額の適⽤時期については、次に定めるところ

による。 

① 下記第(4)号②に定める時価を下回る払込⾦額をもって当社普通株式を新たに発⾏し、⼜は当社の保有する当

社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む。）（但し、当社の譲渡制限付株式報酬制度に基づく

株式を交付する場合、新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の⾏使、取得請求権付株式、取

得条項付株式⼜は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得、その他当社普通

株式の交付を請求できる権利の⾏使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交換、株式交付

⼜は合併により当社普通株式を交付する場合を除く。） 

調整後⾏使価額は、払込期⽇（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終⽇とし、無償割当ての場合はそ

の効⼒発⽣⽇とする。）以降、⼜はかかる発⾏若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基

準⽇がある場合はその⽇の翌⽇以降これを適⽤する。 

② 株式の分割により普通株式を発⾏する場合 

調整後⾏使価額は、株式の分割のための基準⽇の翌⽇以降これを適⽤する。 

③ 下記第(4)号②に定める時価を下回る払込⾦額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株式

⼜は下記第(4)号②に定める時価を下回る払込⾦額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株

予約権付社債に付されたものを含む。）を発⾏⼜は付与する場合（但し、2026 年 10 ⽉ 14 ⽇開催の当社の取
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締役会決議に基づき第 22 回新株予約権及び第 24 回新株予約権を割り当てる場合、並びに当社のストック・オ

プション制度に基づき新株予約権を割り当てる場合を除く。） 

調整後⾏使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権⼜は新株予約権（新株予約権付社債に付された

ものを含む。）の全部が当初の条件で⾏使されたものとみなして⾏使価額調整式を適⽤して算出するものとし、

払込期⽇（新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の場合は割当⽇）以降⼜は（無償割当ての

場合は）効⼒発⽣⽇以降これを適⽤する。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準⽇がある場合に

は、その⽇の翌⽇以降これを適⽤する。 

上記にかかわらず、請求⼜は⾏使に際して交付される当社普通株式の対価が、取得請求権付株式⼜は新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）が発⾏された時点で確定していない場合は、調整後⾏使価額は、

当該対価の確定時点で発⾏されている取得請求権付株式⼜は新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の全てが当該対価の確定時点の条件で請求⼜は⾏使され当社普通株式が交付されたものとみなして⾏使価

額調整式を適⽤して算出するものとし、当該対価が確定した⽇の翌⽇以降、これを適⽤する。 

④ 当社の発⾏した取得条項付株式⼜は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取

得と引換えに下記第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合（但し、上記③に

より既に⾏使価額が調整されたものを除く。） 

調整後⾏使価額は、取得⽇の翌⽇以降これを適⽤する。 

⑤ 上記①乃⾄③の場合において、基準⽇が設定され、かつ効⼒の発⽣が当該基準⽇以降の株主総会、取締役会そ

の他当社の機関の承認を条件としているときには、上記①乃⾄③にかかわらず、調整後⾏使価額は、当該承認が

あった⽇の翌⽇以降これを適⽤する。この場合において、当該基準⽇の翌⽇から当該承認があった⽇までに本新

株予約権の⾏使請求をした本新株予約権者に対しては、次の算出⽅法により、当社普通株式を交付する。 

            (調整前⾏使価額－調整後⾏使価額)×調整前⾏使価額により当該期間内に交付された株式数 

株式数 ＝ ────────────────────────────────────────― 

                           調 整 後 ⾏ 使 価 額 

この場合、１株未満の端数を⽣じたときはこれを切り捨て、現⾦等による調整は⾏わないものとする。 

(3)  ⾏使価額調整式により算出された調整後⾏使価額と調整前⾏使価額との差額が１円未満にとどまる場合は、⾏使

価額の調整は⾏わない。但し、その後⾏使価額の調整を必要とする事由が発⽣し、⾏使価額を調整する場合には、

⾏使価額調整式中の調整前⾏使価額に代えて調整前⾏使価額からこの差額を差し引いた額を使⽤する。 

(4)① ⾏使価額調整式の計算については、円位未満⼩数第１位まで算出し、⼩数第１位を四捨五⼊する。 

② ⾏使価額調整式で使⽤する時価は、調整後⾏使価額が初めて適⽤される⽇に先⽴つ 45 取引⽇⽬に始まる 30 取

引⽇の終値の平均値（終値のない⽇数を除く。）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満⼩数第１位まで

算出し、⼩数第１位を四捨五⼊する。 

③ ⾏使価額調整式で使⽤する既発⾏株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準⽇がある場合はそ

の⽇、また、かかる基準⽇がない場合は、調整後⾏使価額を初めて適⽤する⽇の１ヶ⽉前の⽇における当社の発

⾏済普通株式の総数から、当該⽇において当社の保有する当社普通株式を控除した数とする。また、上記第(2)

号②の場合には、⾏使価額調整式で使⽤する新発⾏・処分株式数は、基準⽇において当社が有する当社普通株式

に割り当てられる当社の普通株式数を含まないものとする。 

(5) 上記第(2)号の⾏使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予約権者と協議

の上、その承認を得て、必要な⾏使価額の調整を⾏う。 

① 株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換、株式交付⼜は合併のために⾏使価額の調整を必要とするとき。 
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② その他当社の発⾏済普通株式数の変更⼜は変更の可能性が⽣じる事由等の発⽣により⾏使価額の調整を必要

とするとき。 

③ ⾏使価額を調整すべき複数の事由が相接して発⽣し、⼀⽅の事由に基づく調整後⾏使価額の算出にあたり使

⽤すべき時価につき、他⽅の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

(6) 上記第(2)号の規定にかかわらず、上記第(2)号に基づく調整後⾏使価額を初めて適⽤する⽇が第 10 項に基づく

⾏使価額の修正⽇と⼀致する場合には、当社は、必要な⾏使価額及び下限⾏使価額の調整を⾏う。 

(7) ⾏使価額の調整を⾏うときは、当社は、調整後⾏使価額の適⽤開始⽇の前⽇までに、本新株予約権者に対し、か

かる調整を⾏う旨並びにその事由、調整前⾏使価額、調整後⾏使価額及びその適⽤開始⽇その他必要な事項を書

⾯で通知する。但し、上記第(2)号⑤に定める場合その他適⽤開始⽇の前⽇までに上記通知を⾏うことができない

場合には、適⽤開始⽇以降速やかにこれを⾏う。 

12．本新株予約権を⾏使することができる期間 

2026 年 11 ⽉２⽇から 2028 年 11 ⽉２⽇までとする。 

13．その他の本新株予約権の⾏使の条件 

各本新株予約権の⼀部⾏使はできない。 

14．本新株予約権の取得 

(1) 当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の払込期⽇の翌⽇以降、会

社法第 273条及び第 274条の規定に従って通知をした上で、当社取締役会で定める取得⽇に、本新株予約権１

個当たり払込⾦額と同額で、本新株予約権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権の全部⼜は⼀部を取得する

ことができる。⼀部取得をする場合には、抽選その他の合理的な⽅法により⾏うものとする。 

(2) 当社は、2028 年 11 ⽉２⽇に、本新株予約権１個当たり払込⾦額と同額で、本新株予約権者（当社を除く。）の

保有する本新株予約権の全部を取得する。 

(3) 当社は、当社が消滅会社となる合併⼜は当社が完全⼦会社となる株式交換、株式交付若しくは株式移転（以下「組

織再編⾏為」という。）につき当社株主総会（株主総会の決議を要しない場合は、取締役会）で承認決議した場合、

会社法第 273条の規定に従って通知をした上で、当該組織再編⾏為の効⼒発⽣⽇前に、本新株予約権１個当たり

払込⾦額と同額で、本新株予約権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権の全部を取得する。 

(4) 当社は、当社が発⾏する株式が株式会社東京証券取引所により監理銘柄、特別注意銘柄若しくは整理銘柄に指定

された場合⼜は上場廃⽌となった場合には、当該銘柄に指定された⽇⼜は上場廃⽌が決定した⽇から２週間後の

⽇（休業⽇である場合には、その翌営業⽇とする。）に、本新株予約権１個当たり払込⾦額と同額で、本新株予約

権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権の全部を取得する。 

15．本新株予約権の⾏使により株式を発⾏する場合の増加する資本⾦及び資本準備⾦ 

本新株予約権の⾏使により株式を発⾏する場合の増加する資本⾦の額は、会社計算規則第 17 条の定めるところに従

って算定された資本⾦等増加限度額に 0.5 を乗じた⾦額とし、計算の結果１円未満の端数を⽣じる場合はその端数を切

り上げた額とする。増加する資本準備⾦の額は、資本⾦等増加限度額より増加する資本⾦の額を減じた額とする。 

16．本新株予約権の⾏使請求の⽅法 

(1) 本新株予約権を⾏使する場合、第 12 項記載の本新株予約権を⾏使することができる期間中に第 19 項記載の⾏

使請求受付場所に対して、⾏使請求に必要な事項を通知するものとする。 

(2) 本新株予約権を⾏使する場合、前号の⾏使請求の通知に加えて、本新株予約権の⾏使に際して出資される財産の

価額の全額を現⾦にて第 20 項に定める払込取扱場所の当社が指定する⼝座に振り込むものとする。 

(3) 本新株予約権の⾏使請求の効⼒は、第 19 項記載の⾏使請求受付場所に対する⾏使請求に必要な全部の事項の通
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知が⾏われ、かつ当該本新株予約権の⾏使に際して出資される財産の価額の全額が前号に定める⼝座に⼊⾦され

た⽇に発⽣する。 

17．新株予約権証券の不発⾏ 

当社は、本新株予約権に関して新株予約権証券を発⾏しない。 

18．本新株予約権の払込⾦額及びその⾏使に際して出資される財産の価額の算定理由 

本発⾏要項及び割当先との間で締結する予定の第三者割当契約に定められた諸条件を考慮し、⼀般的な価格算定モデ

ルであるモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、当社の株価、当社株式の流動性、割当先の権利⾏使⾏動及び

割当先の株式保有動向等について⼀定の前提を置いて評価した結果を参考に、本新株予約権１個の払込⾦額を第８項記

載のとおりとした。さらに、本新株予約権の⾏使に際して出資される財産の価額は第９項記載のとおりとし、⾏使価額

は当初 855 円とした。 

19．⾏使請求受付場所 

三菱ＵＦＪ信託銀⾏株式会社 証券代⾏部 

20．払込取扱場所 

株式会社みずほ銀⾏ 三島⽀店 

21．社債、株式等の振替に関する法律の適⽤等 

本新株予約権は、社債、株式等の振替に関する法律に定める振替新株予約権とし、その全部について同法の規定の適

⽤を受ける。また、本新株予約権の取扱いについては、株式会社証券保管振替機構の定める株式等の振替に関する業務

規程、同施⾏規則その他の規則に従う。 

22．振替機関の名称及び住所 

株式会社証券保管振替機構 

東京都中央区⽇本橋兜町７番１号 

23．その他 

(1) 会社法その他の法律の改正等、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、当社は必要な措置

を講じる。 

(2) 上記各項については、⾦融商品取引法による届出の効⼒発⽣を条件とする。 

(3) 本新株予約権の条件は、市場の状況、当社の財務状況、本新株予約権の払込⾦額その他を踏まえ、当社が現在獲

得できる最善のものであると判断する。 

(4) その他本新株予約権発⾏に関し必要な事項は、当社代表取締役社⻑に⼀任する。 

以  上 
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（別紙 3） 

株式会社キャンバス 

第 24 回新株予約権発⾏要項 

 

１．本新株予約権の名称 

株式会社キャンバス第 24 回新株予約権（以下「本新株予約権」という。） 

２．申込期間 

2026 年 10 ⽉ 30 ⽇ 

３．割当⽇ 

2026 年 10 ⽉ 30 ⽇ 

４．払込期⽇ 

2026 年 10 ⽉ 30 ⽇ 

５．募集の⽅法 

第三者割当ての⽅法により、全ての本新株予約権を株式会社ＳＢＩ証券に割り当てる。 

６．本新株予約権の⽬的である株式の種類及び数 

(1) 本新株予約権の⽬的である株式の種類及び総数は、当社普通株式 1,500,000 株とする（本新株予約権１個当た

りの⽬的たる株式の数（以下「割当株式数」という。）は 100 株とする。）。但し、下記第(2)号乃⾄第(4)号によ

り割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の⽬的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整さ

れるものとする。 

(2) 当社が第 11 項の規定に従って⾏使価額（以下に定義する。）の調整を⾏う場合には、割当株式数は次の算式によ

り調整される。但し、調整の結果⽣じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前⾏使価

額及び調整後⾏使価額は、第 11 項に定める調整前⾏使価額及び調整後⾏使価額とする。 

               調整前割当株式数 × 調整前⾏使価額 

    調整後割当株式数 ＝ ──────────────────── 

                 調 整 後 ⾏ 使 価 額 

(3) 調整後割当株式数の適⽤⽇は、当該調整事由に係る第 11 項第(2)号、第(5)号及び第(6)号による⾏使価額の調整

に関し、各号に定める調整後⾏使価額を適⽤する⽇と同⽇とする。 

(4) 割当株式数の調整を⾏うときは、当社は、調整後割当株式数の適⽤開始⽇の前⽇までに、本新株予約権に係る新

株予約権者（以下「本新株予約権者」という。）に対し、かかる調整を⾏う旨並びにその事由、調整前割当株式数、

調整後割当株式数及びその適⽤開始⽇その他必要な事項を書⾯で通知する。但し、第 11 項第(2)号⑤に定める場

合その他適⽤開始⽇の前⽇までに上記通知を⾏うことができない場合には、適⽤開始⽇以降速やかにこれを⾏う。 

７．本新株予約権の総数 

15,000 個 

８．各本新株予約権の払込⾦額 

⾦ 124 円（本新株予約権の⽬的である株式１株当たり 1.24 円） 

９．本新株予約権の⾏使に際して出資される財産の価額 

(1) 各本新株予約権の⾏使に際して出資される財産は⾦銭とし、その価額は、⾏使価額に割当株式数を乗じた額とす

る。但し、これにより１円未満の端数が⽣じる場合は、これを切り捨てる。 
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(2) 本新株予約権の⾏使に際して出資される当社普通株式１株当たりの⾦銭の額（以下「⾏使価額」という。）は、当

初 1,010 円とする。但し、⾏使価額は、第 10 項⼜は第 11 項に従い修正⼜は調整される。 

10．⾏使価額の修正 

当社は、資⾦調達のため必要があると判断した場合には、当社取締役会の決議により、第 16 項第(3)号に定める本新

株予約権の各⾏使請求の効⼒発⽣⽇（以下「修正⽇」という。）において⾏使価額の修正が⽣じることとすることがで

きる（以下、かかる決議を「⾏使価額修正選択決議」という。）。当社は、⾏使価額修正選択決議により⾏使価額の修正

を決定した場合は、その旨を直ちに本新株予約権者に通知するものとし、当該通知が⾏われた⽇（同⽇を含む。）の翌

取引⽇以降、修正⽇の直前取引⽇の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下「終値」と

いう。）（同⽇に終値がない場合には、その直前の終値）の 92％に相当する⾦額の１円未満の端数を切り捨てた⾦額（以

下「修正⽇価額」という。）が、当該修正⽇の直前に有効な⾏使価額を１円以上上回る場合⼜は下回る場合には、⾏使価

額は、当該修正⽇以降、当該修正⽇価額に修正される。但し、修正⽇にかかる修正後の⾏使価額が 389 円（以下「下限

⾏使価額」といい、第 11 項の規定を準⽤して調整される。）を下回ることとなる場合には⾏使価額は下限⾏使価額とす

る。なお、「取引⽇」とは、株式会社東京証券取引所において売買⽴会が⾏われる⽇をいう。以下同じ。 

11．⾏使価額の調整 

(1) 当社は、当社が本新株予約権の発⾏後、下記第(2)号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を⽣じる場合

⼜は変更を⽣じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「⾏使価額調整式」という。）をもって⾏使価額

を調整する。 

新発⾏・処分株式数×１株当たりの払込⾦額 

                        既発⾏株式数＋ ─────────────────────  

                                          時   価 

      調整後⾏使価額＝調整前⾏使価額× ─────────────────────────────―― 

                              既発⾏株式数 ＋ 新発⾏・処分株式数 

(2) ⾏使価額調整式により⾏使価額の調整を⾏う場合及び調整後⾏使価額の適⽤時期については、次に定めるところ

による。 

① 下記第(4)号②に定める時価を下回る払込⾦額をもって当社普通株式を新たに発⾏し、⼜は当社の保有する当

社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む。）（但し、当社の譲渡制限付株式報酬制度に基づく

株式を交付する場合、新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の⾏使、取得請求権付株式、取

得条項付株式⼜は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得、その他当社普通

株式の交付を請求できる権利の⾏使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交換、株式交付

⼜は合併により当社普通株式を交付する場合を除く。） 

調整後⾏使価額は、払込期⽇（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終⽇とし、無償割当ての場合はそ

の効⼒発⽣⽇とする。）以降、⼜はかかる発⾏若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基

準⽇がある場合はその⽇の翌⽇以降これを適⽤する。 

② 株式の分割により普通株式を発⾏する場合 

調整後⾏使価額は、株式の分割のための基準⽇の翌⽇以降これを適⽤する。 

③ 下記第(4)号②に定める時価を下回る払込⾦額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株式

⼜は下記第(4)号②に定める時価を下回る払込⾦額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株

予約権付社債に付されたものを含む。）を発⾏⼜は付与する場合（但し、2026 年 10 ⽉ 14 ⽇開催の当社の取
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締役会決議に基づき第 22 回新株予約権及び第 23 回新株予約権を割り当てる場合、並びに当社のストック・オ

プション制度に基づき新株予約権を割り当てる場合を除く。） 

調整後⾏使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権⼜は新株予約権（新株予約権付社債に付された

ものを含む。）の全部が当初の条件で⾏使されたものとみなして⾏使価額調整式を適⽤して算出するものとし、

払込期⽇（新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の場合は割当⽇）以降⼜は（無償割当ての

場合は）効⼒発⽣⽇以降これを適⽤する。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準⽇がある場合に

は、その⽇の翌⽇以降これを適⽤する。 

上記にかかわらず、請求⼜は⾏使に際して交付される当社普通株式の対価が、取得請求権付株式⼜は新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）が発⾏された時点で確定していない場合は、調整後⾏使価額は、

当該対価の確定時点で発⾏されている取得請求権付株式⼜は新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の全てが当該対価の確定時点の条件で請求⼜は⾏使され当社普通株式が交付されたものとみなして⾏使価

額調整式を適⽤して算出するものとし、当該対価が確定した⽇の翌⽇以降、これを適⽤する。 

④ 当社の発⾏した取得条項付株式⼜は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取

得と引換えに下記第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合（但し、上記③に

より既に⾏使価額が調整されたものを除く。） 

調整後⾏使価額は、取得⽇の翌⽇以降これを適⽤する。 

⑤ 上記①乃⾄③の場合において、基準⽇が設定され、かつ効⼒の発⽣が当該基準⽇以降の株主総会、取締役会そ

の他当社の機関の承認を条件としているときには、上記①乃⾄③にかかわらず、調整後⾏使価額は、当該承認が

あった⽇の翌⽇以降これを適⽤する。この場合において、当該基準⽇の翌⽇から当該承認があった⽇までに本新

株予約権の⾏使請求をした本新株予約権者に対しては、次の算出⽅法により、当社普通株式を交付する。 

            (調整前⾏使価額－調整後⾏使価額)×調整前⾏使価額により当該期間内に交付された株式数 

株式数 ＝ ────────────────────────────────────────― 

                           調 整 後 ⾏ 使 価 額 

この場合、１株未満の端数を⽣じたときはこれを切り捨て、現⾦等による調整は⾏わないものとする。 

(3)  ⾏使価額調整式により算出された調整後⾏使価額と調整前⾏使価額との差額が１円未満にとどまる場合は、⾏使

価額の調整は⾏わない。但し、その後⾏使価額の調整を必要とする事由が発⽣し、⾏使価額を調整する場合には、

⾏使価額調整式中の調整前⾏使価額に代えて調整前⾏使価額からこの差額を差し引いた額を使⽤する。 

(4)① ⾏使価額調整式の計算については、円位未満⼩数第１位まで算出し、⼩数第１位を四捨五⼊する。 

② ⾏使価額調整式で使⽤する時価は、調整後⾏使価額が初めて適⽤される⽇に先⽴つ 45 取引⽇⽬に始まる 30 取

引⽇の終値の平均値（終値のない⽇数を除く。）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満⼩数第１位まで

算出し、⼩数第１位を四捨五⼊する。 

③ ⾏使価額調整式で使⽤する既発⾏株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準⽇がある場合はそ

の⽇、また、かかる基準⽇がない場合は、調整後⾏使価額を初めて適⽤する⽇の１ヶ⽉前の⽇における当社の発

⾏済普通株式の総数から、当該⽇において当社の保有する当社普通株式を控除した数とする。また、上記第(2)

号②の場合には、⾏使価額調整式で使⽤する新発⾏・処分株式数は、基準⽇において当社が有する当社普通株式

に割り当てられる当社の普通株式数を含まないものとする。 

(5) 上記第(2)号の⾏使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予約権者と協議

の上、その承認を得て、必要な⾏使価額の調整を⾏う。 

① 株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換、株式交付⼜は合併のために⾏使価額の調整を必要とするとき。 
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② その他当社の発⾏済普通株式数の変更⼜は変更の可能性が⽣じる事由等の発⽣により⾏使価額の調整を必要

とするとき。 

③ ⾏使価額を調整すべき複数の事由が相接して発⽣し、⼀⽅の事由に基づく調整後⾏使価額の算出にあたり使

⽤すべき時価につき、他⽅の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

(6) 上記第(2)号の規定にかかわらず、上記第(2)号に基づく調整後⾏使価額を初めて適⽤する⽇が第 10 項に基づく

⾏使価額の修正⽇と⼀致する場合には、当社は、必要な⾏使価額及び下限⾏使価額の調整を⾏う。 

(7) ⾏使価額の調整を⾏うときは、当社は、調整後⾏使価額の適⽤開始⽇の前⽇までに、本新株予約権者に対し、か

かる調整を⾏う旨並びにその事由、調整前⾏使価額、調整後⾏使価額及びその適⽤開始⽇その他必要な事項を書

⾯で通知する。但し、上記第(2)号⑤に定める場合その他適⽤開始⽇の前⽇までに上記通知を⾏うことができない

場合には、適⽤開始⽇以降速やかにこれを⾏う。 

12．本新株予約権を⾏使することができる期間 

2026 年 11 ⽉２⽇から 2028 年 11 ⽉２⽇までとする。 

13．その他の本新株予約権の⾏使の条件 

各本新株予約権の⼀部⾏使はできない。 

14．本新株予約権の取得 

(1) 当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の払込期⽇の翌⽇以降、会

社法第 273条及び第 274条の規定に従って通知をした上で、当社取締役会で定める取得⽇に、本新株予約権１

個当たり払込⾦額と同額で、本新株予約権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権の全部⼜は⼀部を取得する

ことができる。⼀部取得をする場合には、抽選その他の合理的な⽅法により⾏うものとする。 

(2) 当社は、2028 年 11 ⽉２⽇に、本新株予約権１個当たり払込⾦額と同額で、本新株予約権者（当社を除く。）の

保有する本新株予約権の全部を取得する。 

(3) 当社は、当社が消滅会社となる合併⼜は当社が完全⼦会社となる株式交換、株式交付若しくは株式移転（以下「組

織再編⾏為」という。）につき当社株主総会（株主総会の決議を要しない場合は、取締役会）で承認決議した場合、

会社法第 273条の規定に従って通知をした上で、当該組織再編⾏為の効⼒発⽣⽇前に、本新株予約権１個当たり

払込⾦額と同額で、本新株予約権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権の全部を取得する。 

(4) 当社は、当社が発⾏する株式が株式会社東京証券取引所により監理銘柄、特別注意銘柄若しくは整理銘柄に指定

された場合⼜は上場廃⽌となった場合には、当該銘柄に指定された⽇⼜は上場廃⽌が決定した⽇から２週間後の

⽇（休業⽇である場合には、その翌営業⽇とする。）に、本新株予約権１個当たり払込⾦額と同額で、本新株予約

権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権の全部を取得する。 

15．本新株予約権の⾏使により株式を発⾏する場合の増加する資本⾦及び資本準備⾦ 

本新株予約権の⾏使により株式を発⾏する場合の増加する資本⾦の額は、会社計算規則第 17 条の定めるところに従

って算定された資本⾦等増加限度額に 0.5 を乗じた⾦額とし、計算の結果１円未満の端数を⽣じる場合はその端数を切

り上げた額とする。増加する資本準備⾦の額は、資本⾦等増加限度額より増加する資本⾦の額を減じた額とする。 

16．本新株予約権の⾏使請求の⽅法 

(1) 本新株予約権を⾏使する場合、第 12 項記載の本新株予約権を⾏使することができる期間中に第 19 項記載の⾏

使請求受付場所に対して、⾏使請求に必要な事項を通知するものとする。 

(2) 本新株予約権を⾏使する場合、前号の⾏使請求の通知に加えて、本新株予約権の⾏使に際して出資される財産の

価額の全額を現⾦にて第 20 項に定める払込取扱場所の当社が指定する⼝座に振り込むものとする。 

(3) 本新株予約権の⾏使請求の効⼒は、第 19 項記載の⾏使請求受付場所に対する⾏使請求に必要な全部の事項の通
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知が⾏われ、かつ当該本新株予約権の⾏使に際して出資される財産の価額の全額が前号に定める⼝座に⼊⾦され

た⽇に発⽣する。 

17．新株予約権証券の不発⾏ 

当社は、本新株予約権に関して新株予約権証券を発⾏しない。 

18．本新株予約権の払込⾦額及びその⾏使に際して出資される財産の価額の算定理由 

本発⾏要項及び割当先との間で締結する予定の第三者割当契約に定められた諸条件を考慮し、⼀般的な価格算定モデ

ルであるモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、当社の株価、当社株式の流動性、割当先の権利⾏使⾏動及び

割当先の株式保有動向等について⼀定の前提を置いて評価した結果を参考に、本新株予約権１個の払込⾦額を第８項記

載のとおりとした。さらに、本新株予約権の⾏使に際して出資される財産の価額は第９項記載のとおりとし、⾏使価額

は当初 1,010 円とした。 

19．⾏使請求受付場所 

三菱ＵＦＪ信託銀⾏株式会社 証券代⾏部 

20．払込取扱場所 

株式会社みずほ銀⾏ 三島⽀店 

21．社債、株式等の振替に関する法律の適⽤等 

本新株予約権は、社債、株式等の振替に関する法律に定める振替新株予約権とし、その全部について同法の規定の適

⽤を受ける。また、本新株予約権の取扱いについては、株式会社証券保管振替機構の定める株式等の振替に関する業務

規程、同施⾏規則その他の規則に従う。 

22．振替機関の名称及び住所 

株式会社証券保管振替機構 

東京都中央区⽇本橋兜町７番１号 

23．その他 

(1) 会社法その他の法律の改正等、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、当社は必要な措置

を講じる。 

(2) 上記各項については、⾦融商品取引法による届出の効⼒発⽣を条件とする。 

(3) 本新株予約権の条件は、市場の状況、当社の財務状況、本新株予約権の払込⾦額その他を踏まえ、当社が現在獲

得できる最善のものであると判断する。 

(4) その他本新株予約権発⾏に関し必要な事項は、当社代表取締役社⻑に⼀任する。 

以  上 

 


